
  

１ 

平成２４年（判）第６号及び第７号 

 

審       決 

 

川崎市幸区大宮町１３１０番地 

被審人 日本トイザらス株式会社 

同代表者 代表取締役 モニカ・メルツ 

同代理人 弁 護 士 洞   敏 夫 

同          大 軒 敬 子 

同          島 﨑   哲 

 

公正取引委員会は，上記被審人に対する私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第１００号）附則第２条の規

定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）（以下「独占禁止

法」という。）に基づく排除措置命令審判事件及び課徴金納付命令審判事件につ

いて，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律の

施行に伴う公正取引委員会関係規則の整備に関する規則（平成２７年公正取引委

員会規則第２号）による廃止前の公正取引委員会の審判に関する規則（平成１７

年公正取引委員会規則第８号）（以下「規則」という。）第７３条の規定により

審判長審判官伊藤繁及び審判官西川康一から提出された事件記録に基づいて，同審

判官らから提出された別紙審決案を調査し，次のとおり審決する。 

 

主       文 

１ 平成２３年１２月１３日付けの排除措置命令（平成２３

年（措）第１３号）のうち，別紙審決案の別表１の番号欄

９及び１０記載の各事業者に関する部分を取り消す。 

２ 平成２３年１２月１３日付けの課徴金納付命令（平成２

３年（納）第２６２号）のうち，２億２２１８万円を超え

て納付を命じた部分を取り消す。 

３ 被審人のその余の審判請求をいずれも棄却する。 

 



 ２

理       由 

１ 当委員会の認定した事実，証拠，判断及び法令の適用は，いずれも別紙審決

案の理由第１ないし第７と同一であるから，これらを引用する。 

２ よって，被審人に対し，独占禁止法第６６条第２項及び第３項並びに規則第 

７８条第１項の規定により，主文のとおり審決する。 

 

平成２７年６月４日 

 

            公 正 取 引 委 員 会 

 

                委員長  杉  本  和  行 

 

                委 員  小 田 切  宏  之 

 

                委 員  幕  田  英  雄 

 

                委 員  山  﨑     恒 

 

                委 員  山  本  和  史 

 



 

１ 

平成２４年（判）第６号及び第７号 

 

審   決   案 

 

川崎市幸区大宮町１３１０番地 

被審人 日本トイザらス株式会社 

同代表者 代表取締役 モニカ・メルツ 

同代理人 弁 護 士 洞   敏 夫 

同          大 軒 敬 子 

同          島 﨑   哲 

 

上記被審人に対する私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）に基づく排除措置命令審

判事件及び課徴金納付命令審判事件について，公正取引委員会から独占禁止法

第５６条第１項及び公正取引委員会の審判に関する規則（平成１７年公正取引

委員会規則第８号。以下「規則」という。）第１２条第１項の規定に基づき担

当審判官に指定された本職らは，審判の結果，次のとおり審決することが適当

であると考え，規則第７３条及び第７４条の規定に基づいて本審決案を作成す

る。 

 

主       文 

１ 平成２３年１２月１３日付けの排除措置命令（平成２３

年（措）第１３号）のうち，別表１の番号欄９及び１０

記載の各事業者に関する部分を取り消す。 

２ 平成２３年１２月１３日付けの課徴金納付命令（平成

２３年（納）第２６２号）のうち，２億２２１８万円を

超えて納付を命じた部分を取り消す。 

３ 被審人のその余の審判請求をいずれも棄却する。 

 

理       由 

第１ 審判請求の趣旨 

１ 平成２４年（判）第６号審判事件 



 

２ 

  平成２３年（措）第１３号排除措置命令のうち，別表１記載の各事業者

に関する部分の取消しを求める。 

２ 平成２４年（判）第７号審判事件 

平成２３年（納）第２６２号課徴金納付命令のうち，１億６４７３万円

を超えて納付を命じた部分の取消しを求める。 

第２ 事案の概要（当事者間に争いがない事実及び公知の事実） 

１ 公正取引委員会は，被審人が，遅くとも平成２１年１月６日から平成２

３年１月３１日までの間，自己の取引上の地位が納入業者（小売業者が自

ら販売する商品を，当該小売業者に直接販売して納入する事業者をいう。

以下同じ。）のうち別表２記載の１１７社（以下「特定納入業者」とい

う。) に優越していることを利用して，正常な商習慣に照らして不当に，

特定納入業者のうち６３社から取引に係る商品を受領した後当該商品を当

該取引の相手方に引き取らせ，また，特定納入業者のうち８０社に対して

取引の対価の額を減じていたものであって，これらの行為は独占禁止法第

２条第９項第５号（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一

部を改正する法律〔平成２１年法律第５１号。以下「改正法」という。〕

の施行日である平成２２年１月１日前においては平成２１年公正取引委員

会告示第１８号による改正前の不公正な取引方法〔昭和５７年公正取引委

員会告示第１５号〕の第１４項〔以下「旧一般指定第１４項」とい

う。〕）に該当し，独占禁止法第１９条の規定に違反するものであり，か

つ，特に排除措置を命ずる必要があるとして，被審人に対し，平成２３年

１２月１３日，排除措置を命じた（平成２３年（措）第１３号。以下，こ

の処分を「本件排除措置命令」といい，同命令において認定された違反行

為を「本件違反行為」という。）。この排除措置命令書の謄本は，同月１

４日，被審人に対して送達された。 

２ 公正取引委員会は，平成２３年１２月１３日，被審人に対し，本件違反

行為は独占禁止法第２０条の６に規定する継続してするものであり，本件

違反行為をした日から本件違反行為がなくなる日までの期間は平成２１年

１月６日から平成２３年１月３１日までであるとした上で，本件違反行為

のうち改正法の施行日である平成２２年１月１日以後に係るものについて，

被審人と特定納入業者のうち別表３記載の６１社（以下「６１社」とい

う。）それぞれとの間における購入額を前提に，３億６９０８万円の課徴



 

３ 

金の納付を命じた（平成２３年（納）第２６２号。以下，この処分を「本

件課徴金納付命令」という。）。この課徴金納付命令書の謄本は，平成２

３年１２月１４日，被審人に対して送達された。 

３ 被審人は，特定納入業者のうち別表１記載の１４社（以下「１４社」と

いう。なお，同表の番号欄１４記載の「株式会社Ａ」は，本件排除措置命

令及び本件課徴金納付命令の発出後に「株式会社Ａ´」と商号を変更した

〔審第４３号証〕が，以下においては，商号変更の前後を通じて同社を

「Ａ」という。）との関係では違反行為が存在しないなどと主張して，平

成２４年２月１０日，本件排除措置命令及び本件課徴金納付命令のうち，

１４社に関する部分の取消しを求めて審判請求をした。そして，被審人は，

同年７月２６日の本件審判期日において，本件課徴金納付命令に対する審

判請求について，本件課徴金納付命令のうち被審人の６１社からの購入額

の合計額から１４社からの購入額の合計額を控除した残額に対応する課徴

金を超えて納付を命じた部分が違法であるとして，本件課徴金納付命令の

うち１億６４７３万円を超えて納付を命じた部分の取消しを求める旨審判

請求の趣旨を補正した。 

第３ 前提となる事実（末尾に括弧書きで証拠を掲記した事実は当該証拠から

認定される事実であり，その余の事実は当事者間に争いのない事実であ

る。） 

１ 被審人について 

  被審人は，肩書地に本店を置き，「トイザらス」又は｢ベビーザらス｣

の名称で，玩具，育児用品，子供衣料，文具，学用品，家庭用ゲーム機，

ゲームソフトウェア，書籍，スポーツ用品等の子供・ベビー用品全般を

専門的に取り扱う小売業を営む者である。（査第１号証，第２号証，第

３号証の１） 

  被審人の平成２３年度１月期の年間売上高は約１６２４億円であり，

子供・ベビー用品全般を専門的に取り扱う小売業者のうち，大手３社と

呼ばれる小売業者の中で最も大きく，我が国に本店を置く子供・ベビー

用品全般を専門的に取り扱う小売業者の中で最大手の事業者であった。

（査第３号証の２，第３５号証ないし第３７号証） 

  被審人は，自社が販売する商品のほとんど全てを納入業者から買取取

引（小売業者が納入業者から商品の引渡しを受けると同時に当該商品の



 

４ 

所有権が当該納入業者から当該小売業者に移転し，その後は当該小売業

者が当該商品の保管責任を負う取引形態をいう。以下同じ。）の方法に

より仕入れていた。買取りの方法で仕入れを行うに当たっては，バイ

ヤーが納入業者との間で商談を行い，事前に当該商品の仕入価格等の取

引条件を決定していた。（査第３号証の７，第５号証，第１５号証ない

し第１８号証〔枝番を含まない。〕，第２０号証，第２２号証ないし第

３４号証〔枝番を含まない。〕） 

２ １４社について 

   １４社は，玩具，家庭用ゲーム機器，知育玩具，紙おむつ等の製造業者

又は卸売業者であり，被審人に対し，被審人が販売する商品を納入してい

た。（査第１５号証ないし第３４号証〔枝番を含まない。〕） 

３ １４社に対する返品及び減額について 

  被審人は，別表４記載のとおり，１４社のうち５社から取引に係る商

品を受領した後，当該商品を当該取引の相手方に引き取らせた（以下，

取引の相手方から取引に係る商品を受領した後当該商品を当該取引の相

手方に引き取らせることを「返品」といい，被審人の上記５社に対する

別表４記載の返品を「本件返品」という。）。 

  被審人は，別表５記載のとおり，１４社のうち１３社に対して取引の

対価の額を減じた（以下，取引の相手方に対して取引の対価の額を減じ

ることを「減額」といい，被審人の上記１３社に対する別表５記載の減

額を「本件減額」という。また，以下，本件返品及び本件減額を含め本

件排除措置命令において違反行為と認定された被審人の特定納入業者に

対する返品及び減額を一括して「本件行為」という。）。（別表５記載

の株式会社Ｂに対する番号欄①記載の減額に係る対象商品につき査第１

２３号証，Ｃ株式会社に対する番号欄①及び②記載の各減額に係る対象

商品につき査第２５号証の２，Ｄ株式会社に対する番号欄①記載の減額

に係る対象商品につき査第２８号証の２及び第１４４号証） 

なお，被審人は，特定納入業者に対し，当該特定納入業者から購入し

た商品について値引き販売を実施し，その値引き相当額の全部又は一部

を当該特定納入業者に負担させる方法で減額を行っていた。 

第４ 本件の争点 

１ 本件返品及び本件減額は被審人が１４社に対し自己の取引上の地位が優



 

５ 

越していることを利用して正常な商慣習に照らして不当に行ったものか否

か（争点１） 

２ 本件行為又は本件返品及び本件減額に公正な競争を阻害するおそれがあ

るか否か（争点２） 

３ 本件における違反行為期間（独占禁止法第２０条の６に規定する違反行

為をした日から当該行為がなくなる日までの期間をいう。以下同じ。）は

どのように認定すべきか（争点３） 

第５ 争点についての双方の主張 

１ 争点１（本件返品及び本件減額は被審人が１４社に対し自己の取引上の地

位が優越していることを利用して正常な商慣習に照らして不当に行ったもの

か否か）について 

  審査官の主張 

ア 被審人の取引上の地位が１４社に優越していたこと 

(ｱ) 判断方法 

独占禁止法により優越的地位の濫用が規制されるのは，自己の取引

上の地位が相手方に優越している一方の当事者が，取引の相手方に対

し，その地位を利用して，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与

えることは，当該取引の相手方の自由かつ自主的な判断による取引を

阻害するとともに，当該取引の相手方はその競争者との関係において

競争上不利となる一方で，行為者はその競争者との関係において競争

上有利となるおそれがあり，このような行為は，公正な競争を阻害す

るおそれ（公正競争阻害性）があるからである（優越的地位の濫用に

関する独占禁止法上の考え方〔以下「ガイドライン」という。〕第１

の１参照）。 

このような優越的地位の濫用規制の趣旨を踏まえれば，行為者が取

引の相手方に対し取引上の地位が優越しているというためには，取引

の相手方との関係で相対的に優越した地位にあれば足り，また，行為

者が取引の相手方に対して優越的地位にあるとは，取引の相手方に

とって行為者との取引の継続が困難になることが事業経営上大きな支

障を来すために，行為者が取引の相手方にとって著しく不利益な要請

等を行っても，取引の相手方がこれを受け入れざるを得ないような場

合を意味すると解すべきである（ガイドライン第２の１参照）。 



 

６ 

そして，この判断は，行為者による濫用行為の内容（不合理さの程

度）を踏まえ，①取引の相手方の行為者に対する取引依存度，②行為

者の市場における地位，③取引の相手方にとっての取引先変更の可能

性，④その他行為者と取引することの必要性を示す具体的事実を総合

的に考慮し，取引の相手方が濫用行為を受け，不当な不利益を甘受し

なければならないような関係にあったか否かにより判断されるもので

ある。そして，具体的には，取引の相手方が受け入れた行為者による

要請等の不合理さの程度が大きければ大きいほど，取引の相手方がそ

のような要請等を受け入れている事情が認められれば，取引の相手方

にとって行為者と取引することの必要性が高い状況にあるといえるの

であり，これを踏まえてその他行為者と取引することの必要性を示す

具体的事実（上記①ないし④）を併せて判断すれば，行為者の優越的

地位の存在が認められる。 

(ｲ) １４社について 

ａ 本件返品及び本件減額は，後記イのとおり，１４社に対してあら

かじめ計算できない不利益を与えるものであったから，不合理さの

程度が大きい。 

ｂ 被審人は，我が国に本店を置く，子供・ベビー用品全般を専門的

に取り扱う小売業者の中で最大手の事業者であり，有力な地位に

あった。 

また，１４社については，別紙「本件対象業者一覧」記載のとお

り，被審人に対する売上高や取引依存度などから被審人を主な取引

先としていたこと，被審人に代わる取引先を見付けることが困難で

あったこと，その他被審人と取引することの必要性が高かったこと

等の事情がそれぞれ認められる。 

ｃ したがって，前記ａのとおり，本件返品及び本件減額が不合理さ

の大きなものであったことを踏まえて，前記ｂの事情を総合的に考

慮すれば，１４社は，自社にとって被審人との取引の継続が困難に

なることが事業経営上大きな支障を来すため，被審人が自己に著し

く不利益な要請等を行っても，これを受け入れざるを得ない立場に

あったといえ，被審人の取引上の地位が１４社に優越していたこと

は明らかである。 



 

７ 

イ 被審人が正常な商慣習に照らして不当に返品又は減額を行ったこと 

(ｱ) 判断方法 

ａ 買取取引において，取引の相手方の責めに帰すべき事由がないに

もかかわらず行われる返品又は減額は，取引の相手方にとって，通

常は不利益を与えるもので，当該取引の相手方にとって通常は何ら

の合理性もない上に，行為者にとって行う誘因が大きく，行為者が

優越的地位にある場合には事前に合意させることが容易であること

からすると，取引の相手方による自由かつ自主的な判断によらず行

われるおそれが高い。したがって，仮に合意があったとしても，当

該合意自体が取引の相手方にとって，正常な商慣習に照らして不当

に不利益となるおそれが高く，濫用行為に該当し得る。 

ｂ そこで，取引上の地位が優越する事業者が取引の相手方に対して

行う，当該取引の相手方の責めに帰すべき事由がない場合の返品に

ついては，原則としてあらかじめ計算できない不利益を与えるもの

であって，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与える濫用行為

に当たると考えるべきである。 

そして，例外的に， 商品の購入に当たって当該取引の相手方と

の合意により返品の条件を定め，その条件に従って返品する場合

（ガイドライン第４の３(2)イ②に該当する場合）， あらかじめ

当該取引の相手方の同意を得て，かつ，商品の返品によって当該取

引の相手方に通常生ずべき損失を自己（行為者）が負担する場合

（同③に該当する場合）及び 当該取引の相手方から商品の返品を

受けたい旨の申出があり，かつ，当該取引の相手方が当該商品を処

分することが当該取引の相手方の直接の利益となる場合（同④に該

当する場合）には，納入業者に正常な商慣習に照らして不当に不利

益を与えるものとはいえないとして認められるにすぎない。 

ｃ また，取引上の地位が優越する事業者が取引の相手方に対して行

う，当該取引の相手方の責めに帰すべき事由がない場合の減額につ

いても，原則としてあらかじめ計算できない不利益を与えるもので

あって，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与える濫用行為に

当たると考えるべきである。 

そして，例外的に，対価を減額するための要請が対価に係る交渉
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の一環として行われ，その額が需給関係を反映したものであると認

められる場合（ガイドライン第４の３(4)イ②に該当する場合）に，

納入業者に正常な商慣習に照らして不当に不利益を与えるものとは

いえないとして認められるにすぎない。 

なお，減額は，取引の相手方にとっては売上額が減少し，通常は

不利益となるため，不利益となることが明らかである減額に対して

行われる「合意」及び「申出」は，取引の相手方の自由かつ自主的

な判断によって行われたものではないおそれが返品に比してより一

層高いから，原則として，当該「合意」及び「申出」を減額が濫用

行為に該当するか否かを判断するに当たって考慮する必要性は乏し

い。 

(ｲ) 本件返品及び本件減額について 

ａ 本件行為は，被審人のモニカ・メルツ社長（以下「メルツ社長」

という。）等の指示の下，自社の利益を確保すること等を目的とし

て，組織的かつ計画的に一連かつ一体の行為として行われたもので

ある。 

ｂ 本件返品は，取引の相手方の責めに帰すべき事由がない場合の返

品であるところ，①取引前に取引の相手方と返品条件について合意

したものではなく，②返品前に取引の相手方の同意を得ておらず，

商品の返品によって当該取引の相手方に通常生ずべき損失も負担し

ておらず，③取引の相手方から商品の返品を受けたい旨の申出がな

く，あるいは当該申出があったとしても当該取引の相手方が当該商

品を処分することが当該取引の相手方の直接の利益とならないから，

前記(ｱ)ｂの例外的な場合には該当せず，正当な理由がないのに返

品を行う場合であって，取引の相手方にあらかじめ計算できない不

利益を与えることとなる場合といえるから，正常な商慣習に照らし

て不当に返品を行ったものである。 

ｃ 本件減額は，取引の相手方の責めに帰すべき事由がない場合の減

額であるところ，対価を減額するための要請が対価に係る交渉の一

環として行われ，その額が需給関係を反映したものであると認めら

れる場合には該当せず，正当な理由がないのに契約で定めた対価を

減額する場合であったといえるから，正常な商慣習に照らして不当
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に減額を行ったものである。 

ウ 優越的地位にある行為者が，相手方に対して不当に不利益を課して取

引を行えば，通常「利用して」行われた行為である（ガイドライン第２

の３参照）。 

エ したがって，本件返品及び本件減額は，被審人が１４社に対し自己の

取引上の地位が優越していることを利用して正常な商慣習に照らして不

当に行ったものである。 

  被審人の主張 

ア 被審人の取引上の地位が１４社に優越していなかったこと 

(ｱ) 判断方法 

ａ 優越的地位の濫用は，①優越的地位にある者が劣位的地位にある

取引の相手方との関係で，②不当な返品や不当な減額などの濫用行

為に該当する行為を行った場合に成立するものであり，優越的地位

と濫用行為とは別個独立の要件であるから，それらは別個独立に判

断されるべきである。 

ｂ 優越的地位の有無を判断する際には，取引先変更可能性の有無を

中心に，行為者が取引の相手方にとって著しく不利益な要請を行っ

ても，取引の相手方がこれを受け入れざるを得ないような場合に当

たるか否かを検討した上で，取引の相手方にとって行為者との取引

の継続が困難になることが事業経営上大きな支障を来すことになる

かを検討し，その際に他の要素（取引の相手方の行為者に対する取

引依存度，行為者の市場における地位，その他取引の相手方が行為

者と取引することの必要性を示す具体的事情）を考慮すべきである。 

なお，優越的地位の有無の判断に際しての行為者の市場における

地位は，行為者と取引の相手方との取引に係る商品類型を考慮した

市場における行為者の地位を検討すべきである。 

ｃ 優越的地位の有無は当事者間の相対的な関係によって決せられる

から，取引の相手方からみた行為者の地位のみならず，行為者から

みた取引の相手方の地位も検討されるべきである。 

(ｲ) １４社について 

１４社（ただし，株式会社Ｂ〔以下「Ｂ」という。〕については，

同社の親会社で被審人の実質的な取引先である株式会社Ｅ〔以下
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「Ｅ」という。〕を基準として優越的地位の有無を判断すべきであ

る。）の事業内容，取扱商品等を踏まえて，１４社からみた被審人の

地位を検討すれば，１４社にとって被審人以外の取引先に変更できる

可能性は高いか十分あるといえるから，１４社は被審人からの著しく

不利益な要請に応じざるを得ない立場にはないし，被審人との取引の

継続が困難になることが事業経営上大きな支障を来すことはないかそ

の可能性は低く，他方で被審人からみた１４社の地位を検討すれば，

被審人にとっては，１４社以外の取引先に変更できる可能性はないか

極めて低いから，被審人は，１４社との関係で優越的地位にない。 

イ 被審人が正常な商慣習に照らして不当に返品及び減額を行っていな

かったこと 

(ｱ) 判断方法 

不当な返品や減額は正常な商慣習に照らして取引の相手方に不当な

不利益を与えることとなるため違法になるものと解されることからす

れば，取引当事者間において十分に協議がなされ，両者の合意の下で，

取引の相手方の意向に沿う内容で，一連の取引関係において取引の相

手方の利益となる範囲で返品や減額を受け入れる場合には，正常な商

慣習に照らして不当に不利益を与える場合には当たらず，不当な返品

や減額にはならないと解される。ましてや，返品や減額が取引の相手

方の提案によりなされた場合には，不当な返品や減額にならないこと

は一層明らかである。 

なお，買取取引であっても，次のとおり，売主にとって返品や減額

に経済的合理性があり，それが売主の利益となる場合がある。 

ａ 売主にとって返品に経済的合理性があり売主の利益となる場合 

小売店の在庫が売れ残るリスクを返品によって軽減することによ

り，小売店にとっては新商品を含む商品をより多く購入する誘因と

なり，売主（製造業者や卸売業者）にとっては売上げの増加や希望

するタイミングでの新商品の販売を実現することができる場合があ

り，このような場合，売主にとって返品に経済的合理性があり，売

主の利益となる。 

ｂ 売主にとって減額に経済的合理性があり売主の利益となる場合 

売主側からみると，新商品の早期導入により売上増を図るために，
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現在取り扱っている商品（旧商品）を消化する手段としては，返品

か値引き販売による早期売り切りがある。そのどちらが選択される

かは，商品の形状，売主による他への販売可能性，新商品と旧商品

との関係といった要因から決まるものである。したがって，減額に

ついても，返品の場合と同様に売主にとって経済的合理性があり，

売主の利益となる場合がある。 

(ｲ) 本件返品及び本件減額について 

本件返品及び本件減額は，以下のとおり，不当な返品及び減額では

ない（以下において個々の返品又は減額を表記するに当たっては，別

表４又は５記載の各事業者ごとに，返品については別表４の番号欄記

載の番号を用いて単に「返品①」，「返品②」などと表記し，減額に

ついては別表５の番号欄記載の番号を用いて単に「減額①」，「減額

②」などと表記する。）。 

ａ 株式会社Ｆ（以下「Ｆ」という。）に対する行為 

Ｆに対する返品①ないし④は，Ｆが，同各返品の対象商品と同じ

商品を被審人以外の取引先に販売することになっていたが，Ｆに在

庫が無かったことから，在庫を有する被審人に対して上記対象商品

の返品を求めたものである。したがって，返品①ないし④は，Ｆの

利益となるものであったから，不当な返品ではない。 

ｂ Ｇ株式会社（以下「Ｇ」という。）に対する行為 

Ｇに対する減額⑩は，[商品]のリニューアルに伴い，旧商品を早

期に消化することにより，新商品と旧商品の併売を避けつつ，新商

品の販売促進を図るために，Ｇが旧商品の値引き販売費用の一部負

担を提案して負担したものである。その結果，Ｇは新商品の販売を

促進することができたから，減額⑩は，Ｇの利益となるもので，不

当な減額ではない。 

ｃ Ｈ株式会社（以下「Ｈ」という。）に対する行為 

Ｈに対する減額⑪は[商品]のリニューアルに伴うもの，減額⑫は

[商品]のリニューアルに伴うものであるが，いずれも旧商品を早期

に消化することにより，新商品と旧商品の併売を避けつつ，新商品

の販売促進を図るために，Ｈが旧商品の値引き販売費用の一部負担

を提案して負担したものである。その結果，Ｈは新商品の販売促進
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や売上増加を実現することができたから，減額⑪及び⑫は，Ｈの利

益となるもので，不当な減額ではない。 

ｄ Ｉ株式会社（以下「Ｉ」という。）に対する行為 

Ｉに対する減額⑨ないし⑪は，いずれも[商品]のリニューアルに

伴い，旧商品を早期に消化することにより，新商品と旧商品の併売

を避けつつ，新商品の販売促進を図るために，Ｉが旧商品の値引き

販売費用の一部負担を提案して負担したものである。その結果，Ｉ

は新商品の販売促進や売上増加を実現することができたから，減額

⑨ないし⑪は，Ｉの利益となるもので，不当な減額ではない。 

ｅ 株式会社Ｊ（以下「Ｊ」という。）に対する行為 

Ｊに対する減額③及び④は，いずれも[商品]の新商品の販売促進

を図るために，Ｊが旧商品の値引き販売費用の一部負担を提案して

負担したものである。すなわち，[商品]は絵柄によって売行きが左

右されるので，店頭に[商品]を展示して宣伝するのが効果的である

が，店頭におけるスペースが限られているため，売行きの悪い商品

については，値引き販売をしてでも早期に売り切り，それに代えて，

売上げの見込める新商品を店頭に置いておくことが重要である。減

額③及び④により，Ｊは，新商品の販売促進や売上増加を実現する

ことができた。したがって，減額③及び④は，Ｊの利益となるもの

であったから，不当な減額ではない。 

ｆ Ｂに対する行為 

Ｂに対する減額④は，Ｂの親会社であるＥ及び同社の商品を取り

扱うＢの基幹商品である[ブランド名]のリニューアルに伴い，旧商

品を早期に消化することにより，新商品の販売促進を図るために，

Ｂが旧商品の値引き販売費用の一部負担を提案して負担したもので

ある。その結果，Ｂは新商品の販売促進や売上増加を実現できたか

ら，減額④は，Ｂの利益となるもので，不当な減額ではない。 

ｇ Ｃ株式会社（以下「Ｃ」という。）に対する行為 

(a) Ｃに対する返品②は，被審人が試験的な意味を有する店舗であ

る「トイザらスセレクト なんばパークス店」（以下「トイザら

スセレクト」という。）を出店するに際し，被審人とＣは，トイ

ザらスセレクトにおいてのみ取り扱う[商品]について，仮にトイ
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ザらスセレクトが不成功に終わった場合には，Ｃが上記[商品]の

返品を受けて直営店などで販売するとともに，通常店舗に移行し

た場合には通常店舗の取扱商品を納品するとの一般的な共通認識

を有していたところ，トイザらスセレクトが不成功に終わり通常

店舗に移行する際，Ｃが同社の直営店で上記[商品]販売すること

が可能であったことから，被審人とＣがその返品を合意したもの

であり，かつ，これによりＣは被審人に対し通常のトイザらス店

舗の対象商品を納品することができたから，返品②は，不当な返

品ではない。 

(b) Ｃに対する減額③及び④は，いずれも[商品]の新商品の販売促

進を図るために，Ｃが想定していた予算の範囲内で，旧商品の値

引き販売費用の一部を負担したものである。すなわち，Ｃは，小

売店において商品を効果的に展示することと継続的に新商品を導

入することを重視しており，そのために，売行きの悪い商品があ

る場合には，それを値引きするなどして早期に売り切り，新商品

を導入することをビジネスモデルとしている。そして，被審人と

Ｃは，値引き販売の費用負担については折半とする旨を年度ごと

に合意している。したがって，減額③及び④はその一環としてな

されたものであり，それによりＣのビジネスモデルどおりに新商

品の継続的な導入ができたから，減額③及び④は，Ｃの利益とな

るもので，不当な減額ではない。 

ｈ Ｋ株式会社（以下「Ｋ」という。）に対する行為 

(a) Ｋに対する返品①ないし④は[商品]のリニューアルに伴うもの，

返品⑤及び⑥は[商品]の新商品導入に伴うものであるが，いずれ

も新商品の宣伝時期に合わせて被審人の店舗において新商品を販

売できるようにするという販売戦略実現のためになされたもので

ある。その結果，Ｋは新商品の販売促進や売上増加を実現するこ

とができたから，返品①ないし⑥は，Ｋの利益となるもので，不

当な返品ではない。 

(b) Ｋに対する減額⑥は[商品]のリニューアルに伴い，旧商品を早

期に消化することにより，新商品の宣伝時期に合わせて被審人の

店舗において新商品を販売できるようにするという販売戦略実現
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のために，Ｋが旧商品の値引き販売費用の一部負担を提案して負

担したものである。その結果，Ｋは新商品の販売促進や売上増加

を実現することができたから，減額⑥は，Ｋの利益となるもので，

不当な減額ではない。 

ｉ Ｄ株式会社（以下「Ｄ」という。）に対する行為 

Ｄに対する減額①は，[商品]の新シリーズの商品導入に伴い，旧

シリーズの商品を早期に消化することにより，旧シリーズの商品が

長期にわたって併売されることによるブランドイメージの低下を避

けつつ，新シリーズの商品の販売促進を図るために，Ｄが旧シリー

ズの商品の値引き販売費用の一部負担を提案して負担したものであ

る。その結果，Ｄは新シリーズの商品の販売促進や売上増加を実現

することができたから，減額①は，Ｄの利益となるもので，不当な

減額ではない。 

ｊ Ｌ株式会社（以下「Ｌ」という。）に対する行為 

Ｌに対する減額③ないし⑥は，いずれもＬの販売方針の一環とし

てなされたものであり，被審人とＬとの合意の下で，Ｌの意向に

沿った内容でなされたものである。すなわち，Ｌは，売行きの予測

がつきにくい独創的な商品を取り扱っていたことから，小売店が購

入を控えることのないように，商品の売行きが良くない場合には，

値引き販売の費用を負担することで，自社商品の小売店への販売を

促すという販売方針を採っていたものである。減額③ないし⑥によ

り，Ｌは自社の販売方針を実現することができたから，減額③ない

し⑥は，Ｌの利益となるもので，不当な減額ではない。 

ｋ Ｍ株式会社（以下「Ｍ」という。）に対する行為 

Ｍに対する減額①は，対象となった商品（[商品]）の売買契約を

締結した際に，Ｍとの合意により定めた条件に基づき，Ｍが値引き

販売費用の一部を負担したものである。すなわち，Ｍは，当該商品

の１週間当たりの販売数が１００個未満の場合には，Ｍの費用負担

により値引き販売をすることを条件として上記売買契約をすること

を提案したものである。したがって，減額①は，Ｍが，売買契約時

から想定していた範囲内での負担であり，これにより新企画の商品

を被審人の店頭で発売することができたから，Ｍの利益となるもの
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で，不当な減額ではない。 

ｌ 株式会社Ｎ（以下「Ｎ」という。）に対する行為 

(a) Ｎに対する返品③及び④は，季節商材である[ブランド名]の売

買契約を締結した際に，販売期間終了時に在庫として残っている

商品の全てをＮに返品するとの条件が付され，その条件に従って

返品したものであるから，不当な返品ではない。 

(b) Ｎに対する返品⑤は，[商品・ブランド名]に関するものである

が，Ｎが被審人に対して返品を申し入れたものであり，その代わ

りにＮは同商品の増量品を被審人に納入して売上増加という直接

の利益を得たから，不当な返品ではない。 

ｍ 株式会社Ｏ（以下「Ｏ」という。）に対する行為 

Ｏに対する返品①及び②は，いずれも[ブランド名]ブランドの

[商品]のリニューアルに伴い，Ｏが新商品の販売促進を図るために，

被審人に対して返品を申し入れたことに基づきなされたものである。

その結果，Ｏは，新商品の販売促進を図ることができたから，返品

①及び②は，Ｏの利益となるもので，不当な返品ではない。 

ｎ Ａに対する行為 

(a) Ａに対する減額②は，被審人の店舗における回転率の悪くなっ

た[商品]を値引き販売により早期に消化し，それに代えて新商品

をＡの希望するタイミングで導入し，その販売促進を図るために，

Ａが値引き販売費用の一部負担を提案して負担したものである。

その結果，Ａは，新商品の販売促進や売上増加を実現することが

できたから，減額②は，Ａの利益となるもので，不当な減額では

ない。 

(b) Ａに対する減額③は，[商品]の新商品発売に伴い，旧商品を早

期に消化することにより，新商品の販売促進を図るために，Ａが

値引き販売費用の一部負担を提案して負担したものである。その

結果，Ａは，新商品の販売促進や売上増加を実現することができ

たから，減額③は，Ａの利益となるもので，不当な減額ではない。 

ウ したがって，本件返品及び本件減額は，被審人が１４社に対し自己の

取引上の地位が優越していることを利用して正常な商慣習に照らして不

当に行ったものではない。 
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２ 争点２（本件行為又は本件返品及び本件減額に公正な競争を阻害するおそ

れがあるか否か）について 

  審査官の主張 

優越的地位の濫用は，取引の相手方の自由かつ自主的な判断による取引

を阻害するとともに，当該取引の相手方はその競争者との関係において競

争上不利となる一方で，行為者はその競争者との関係において競争上有利

となるおそれがあるという点で公正な競争を阻害するおそれ（公正競争阻

害性）があることから，不公正な取引方法の一つとして規定されているも

のである。そして，どのような場合に公正競争阻害性があると認められる

のかについては，問題となる不利益の程度，行為の広がり等を考慮して，

個別の事案ごとに判断することになる（ガイドライン第１の１参照）。 

被審人は，特定納入業者１１７社という多数の取引の相手方に対して，

遅くとも平成２１年１月６日から平成２３年１月３１日までの２年以上も

の期間にわたり，自己の取引上の地位が相手方に対して優越していること

を利用して，正常な商慣習に照らして不当に本件行為を行っていた。そし

て，本件行為は，被審人の組織的かつ計画的に一連かつ一体の行為として

行われ，一方的な行為として特定納入業者の自由かつ自主的な判断による

取引を阻害するとともに，特定納入業者を返品や減額による損失によって

必然的に競争上不利にさせる一方で，被審人を当該返品や減額による利益

によって必然的に競争上有利にさせる行為であるから，本件行為に公正競

争阻害性があることは明らかである。 

なお，優越的地位の濫用の成否の判断に際して考慮されるべきは「正常

な商慣習」であり，公正な競争秩序の維持・促進の観点から是認されない

ものは「正常な商慣習」とは認められないから，仮に被審人が主張するよ

うに，本件行為が現に存在する商慣習に合致しているとしても，それによ

り優越的地位の濫用が正当化されることはない（ガイドライン第３参照）。 

  被審人の主張 

公正競争阻害性は，①取引の相手方の自由かつ自主的な判断による取引

を阻害していること及び②取引の相手方がその競争者との関係において競

争上不利となり，行為者はその競争者との関係において有利になることが

要件になっているものと考えられるが，本件返品及び本件減額が被審人と

１４社との間の合意に基づき１４社の意向に沿うものであったことは前記
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１ イ(ｲ)のとおりであるから，１４社の自由かつ自主的な判断による取

引を阻害するものではないし，本件返品及び本件減額により１４社がその

競争者との関係において競争上不利となり，被審人がその競争者との関係

において競争上有利となった事実もない。 

なお，その業界の慣行とされている返品や値引き販売の実施に伴う費用

負担としての減額であれば，取引の相手方がその競争者との関係において

競争上不利となるおそれも，行為者がその競争者との関係で競争上有利と

なるおそれもないから，取引の相手方に返品等を行うことによって，必然

的に取引の相手方がその競争者との関係において競争上不利となり，行為

者がその競争者との関係で競争上有利となるおそれがあるということはで

きない。 

３ 争点３（本件における違反行為期間はどのように認定すべきか）につい

て 

  審査官の主張 

ア 優越的地位の濫用行為の公正競争阻害性とは，取引の相手方の自由か

つ自主的な判断による取引を阻害するとともに，当該取引の相手方はそ

の競争者との関係において競争上不利となる一方で，行為者はその競争

者との関係において競争上有利となるおそれを必然的に生じさせるとい

う点に求められるものであり，このような優越的地位の濫用の本質に鑑

みれば，独占禁止法第２条第９項第５号又は旧一般指定第１４項（第１

号ないし第４号）に該当する社会的事実が複数みられるとしても，競争

阻害効果が同一である限りにおいて，独占禁止法上は一つの優越的地位

の濫用として規制されるべきである。 

イ 本件では，被審人が，自社の利益を確保すること等を目的として，特

定納入業者に対して組織的かつ計画的に一連かつ一体の行為として返品

及び減額を行っていたことからすれば，本件行為の競争阻害効果は同一

というべきであるから，本件行為は一つの優越的地位の濫用として規制

されるべきである。 

ウ そして，被審人は，本件行為を，遅くとも平成２１年１月６日以降，

平成２３年１月３１日までの間，繰り返し行っていたものであるから，

これが継続してするものであることは明白である。 

エ なお，前記イのとおり，本件行為は一つの優越的地位の濫用として規
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制されるべきであるから，特定納入業者ごとに違反行為が成立している

と評価すべきではなく，特定納入業者ごとに複数の違反行為が行われて

いることも必要ではない。また，独占禁止法第２０条の６の「当該行為

をした日から当該行為がなくなる日までの期間」における「当該行為」

とは「第１９条の規定に違反する行為（第２条第９項第５号に該当する

ものであって，継続してするものに限る。）」を指すことが明らかであ

るところ，違反行為を分断すべき理由はないから，違反行為期間中に違

反行為と違反行為との間に合法行為が存在していたとしても，本件行為

が繰り返し行われていた事実に変わりはない。 

オ 以上によれば，本件における違反行為期間は，平成２１年１月６日か

ら平成２３年１月３１日までの間である。 

  被審人の主張 

ア 独占禁止法第２０条の６において，「当該事業者に対し，当該行為を

した日から当該行為がなくなる日までの期間（・・・）における，当該

行為の相手方との間における政令で定める方法により算定した・・・購

入額」，「当該行為の相手方が複数ある場合は当該行為のそれぞれの相

手方との間における政令で定める方法により算定した・・・購入額の合

計額とする」と規定されていることからすれば，違反行為期間は個々の

対象事業者ごとに違反行為の開始時期及び終了時期が認定されることが

前提となっていると解釈するのが合理的である。 

したがって，違反行為期間は個々の対象事業者ごとに算定されるべき

である。 

イ そして，課徴金の対象となる優越的地位の濫用行為は「継続してする

もの」に限られていること，違反行為期間が「当該行為をした日から当

該行為がなくなる日までの期間」と定義されていることからすれば，違

反行為の相手方ごとに２回以上の違反行為が存在しなければ課徴金の算

定期間を認定できない。 

ウ また，ある一定期間において，違反行為（不当な返品又は減額）と違

反行為の間に同類型である合法行為（正当な返品又は減額）がある場合

には，合法行為の存在により違反行為の継続性は中断されると考えられ

る。 

第６ 審判官の判断 



 

１９ 

１ 争点１（本件返品及び本件減額は被審人が１４社に対し自己の取引上の

地位が優越していることを利用して正常な商慣習に照らして不当に行った

ものか否か）について 

  優越的地位の濫用規制の趣旨について 

独占禁止法第１９条において，自己の取引上の地位が相手方に優越して

いることを利用して，正常な商慣習に照らして不当に同法第２条第９項第

５号（改正法施行日前においては旧一般指定第１４項〔第１号ないし第４

号〕）に該当する行為をすることが不公正な取引方法の一つとして規制

されているのは，自己の取引上の地位が相手方に優越している一方の当事

者が，取引の相手方に対し，その地位を利用して，正常な商慣習に照らし

て不当に不利益を与えることは，当該取引の相手方の自由かつ自主的な判

断による取引を阻害するとともに，当該取引の相手方はその競争者との関

係において競争上不利となる一方で，行為者はその競争者との関係におい

て競争上有利となるおそれがあり，このような行為は公正な競争を阻害す

るおそれ（公正競争阻害性）があるといえるからである（ガイドライン第

１の１参照）。 

  優越的地位について 

前記 のような優越的地位の濫用規制の趣旨に照らせば，取引の一方の

当事者（以下「甲」という。）が他方の当事者（以下「乙」という。）に

対し，取引上の地位が優越しているというためには，甲が市場支配的な地

位又はそれに準ずる絶対的に優越した地位にある必要はなく，取引の相手

方との関係で相対的に優越した地位にあれば足りると解される。また，甲

が取引先である乙に対して優越した地位にあるとは，乙にとって甲との取

引の継続が困難になることが事業経営上大きな支障を来すため，甲が乙に

とって著しく不利益な要請等を行っても，乙がこれを受け入れざるを得な

いような場合をいうと解される。（ガイドライン第２の１参照） 

ところで，取引の相手方に対し正常な商慣習に照らして不当に不利益を

与える行為（以下「濫用行為」ということもある。）は，通常の企業行動

からすれば当該取引の相手方が受け入れる合理性のないような行為である

から，甲が濫用行為を行い，乙がこれを受け入れている事実が認められる

場合，これは，乙が当該濫用行為を受け入れることについて特段の事情が

ない限り，乙にとって甲との取引が必要かつ重要であることを推認させる
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とともに，「甲が乙にとって著しく不利益な要請等を行っても，乙がこれ

を受け入れざるを得ないような場合」にあったことの現実化として評価で

きるものというべきであり，このことは，乙にとって甲との取引の継続が

困難になることが事業経営上大きな支障を来すことに結び付く重要な要素

になるものというべきである。 

また，乙の甲に対する取引依存度が大きい場合には，乙は甲と取引を行

う必要性が高くなるため，乙にとって甲との取引の継続が困難になること

が事業経営上大きな支障を来すことになりやすく（ガイドライン第２の２

 参照），甲の市場におけるシェアが大きい場合又はその順位が高い場合

には，甲と取引することで乙の取引数量や取引額の増加が期待でき，乙は

甲と取引を行う必要性が高くなるため，乙にとって甲との取引の継続が困

難になることが事業経営上大きな支障を来すことになりやすく（同 参

照），また，乙が他の事業者との取引を開始若しくは拡大することが困難

である場合又は甲との取引に関連して多額の投資を行っている場合には，

乙は甲と取引を行う必要性が高くなるため，乙にとって甲との取引の継続

が困難になることが事業経営上大きな支障を来すことになりやすい（同 

参照）ものといえる。 

したがって，甲が乙に対して優越した地位にあるといえるか否かについ

ては，甲による行為が濫用行為に該当するか否か，濫用行為の内容，乙が

これを受け入れたことについての特段の事情の有無を検討し，さらに，①

乙の甲に対する取引依存度，②甲の市場における地位，③乙にとっての取

引先変更の可能性，④その他甲と取引することの必要性，重要性を示す具

体的事実を総合的に考慮して判断するのが相当である。 

  本件の濫用行為について 

ア 被審人と１４社との取引は，一部の例外を除き買取取引である。そし

て，本件返品及び本件減額の各対象商品の取引形態は，いずれも買取取

引である。（査第３号証の７，第１５号証ないし第１８号証〔枝番を含

まない。〕，第２０号証，第２２号証，第２３号証，第２５号証ないし

第３４号証〔枝番を含まない。〕） 

イ このような買取取引において，取引の相手方の責めに帰すべき事由が

ない場合の返品及び減額は，一旦締結した売買契約を反故にしたり，納

入業者に対して，売れ残りリスクや値引き販売による売上額の減少など
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購入者が負うべき不利益を転嫁する行為であり，取引の相手方にとって

通常は何ら合理性のないことであるから，そのような行為は，原則とし

て，取引の相手方にあらかじめ計算できない不利益を与えるものであり，

当該取引の相手方の自由かつ自主的な判断による取引を阻害するものと

して，濫用行為に当たると解される。 

ウ もっとも，返品に関しては，例外的に，①商品の購入に当たって，当

該取引の相手方との合意により返品の条件を明確に定め，その条件に

従って返品する場合，②あらかじめ当該取引の相手方の同意を得て，か

つ，商品の返品によって当該取引の相手方に通常生ずべき損失を自己が

負担する場合，③当該取引の相手方から商品の返品を受けたい旨の申出

があり，かつ，当該取引の相手方が当該商品を処分することが当該取引

の相手方の直接の利益となる場合などは，当該取引の相手方にあらかじ

め計算できない不利益を与えるものではなく，濫用行為には当たらない

と解される（ただし，上記①については，返品が当該取引の相手方が得

る直接の利益等を勘案して合理的であると認められる範囲を超えた負担

となり，当該取引の相手方に不利益を与えることとなる場合には，当該

取引の相手方の自由かつ自主的な判断による取引を阻害するものとして，

濫用行為に当たることとなる。）。 

エ また，減額に関しても，例外的に，①対価を減額するための要請が対

価に係る交渉の一環として行われ，その額が需給関係を反映したもので

あると認められる場合，②当該取引の相手方から値引き販売の原資とす

るための減額の申出があり，かつ，当該値引き販売を実施して当該商品

が処分されることが当該取引の相手方の直接の利益となる場合などは，

当該取引の相手方にあらかじめ計算できない不利益を与えるものではな

く，濫用行為には当たらないと解される。 

オ 以上のとおり，取引の相手方の責めに帰すべき事由がない場合の返品

及び減額については，前記ウ及びエのような例外と認められるべき場合

（以下，これに該当する場合の事情を「例外事由」という。）はあるも

のの，通常は取引の相手方にとって何ら合理性のないことであるから，

例外事由に当たるなどの特段の事情がない限り，当該取引の相手方にあ

らかじめ計算できない不利益を与えるものと推認され，濫用行為に当た

ると認めるのが相当である。 
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  本件における検討 

本件では，前記第３の３のとおり，被審人が１４社に対して本件返品及

び本件減額を行ったことが認められる。 

また，査第３号証の８及び９によれば，本件返品及び本件減額は，いず

れも１４社の責めに帰すべき事由がない場合の返品又は減額であったこと

が認められる。 

そこで，以下においては，それらを前提として，本件返品及び本件減額

について，被審人が１４社に対し自己の取引上の地位が優越していること

を利用して濫用行為を行ったものか否かについて検討する（なお，後記ア

ないしセの各項において，当該項の標題に掲げられている事業者が審査官

の報告命令に対して提出した報告書のことを単に「相手方報告書」と，被

審人が審査官の報告命令に対して提出した報告書のことを単に「被審人報

告書」とそれぞれいい，必要に応じて証拠番号により特定する。）。 

ア Ｆに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 被審人のマーチャンダイズ本部コアトイズ商品部長である山田次

郎の供述調書（査第７号証）に添付された右上に「１００６０」と

番号が付された返品承認シート（被審人が行う返品に係る社内決裁

文書をいう。以下同じ。）は返品①ないし④（改正法施行日以後の

もの）に関するものである（査第７号証，第７９号証ないし第８２

号証）ところ，同人は，上記供述調書において，同人が上記返品承

認シートによる返品を承認したが，その対象商品（以下，アの項に

おいて単に「対象商品」という。）は被審人において不稼働在庫と

なっているものに間違いなく，返品に当たって作成された返品承認

シートには返品理由として「新商品導入の為」と記載されているも

のの，Ｆからの新商品の提案の有無及び内容を確認した記憶も，実

際に新商品を導入したかを確認した記憶もないと供述している。 

また，被審人のＦ担当バイヤー末木佳奈が平成２２年３月１５日

に被審人の在庫管理担当者に対して送信した電子メール（査第８７

号証）は対象商品に関するものである（争いがない。）が，上記電

子メールには「下記商品の返品およびマークダウンを交渉していま

すので，ＤＣ在庫は今後出庫しないようにお願いします。（出せな
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いかと思いますが。。。）」と記載されている。 

したがって，これらの証拠によれば，返品①ないし④は，被審人

において，対象商品が売上不振商品であることを理由にしたものと

認められる。 

ｂ これに対して，被審人は，返品①ないし④について，Ｆが対象商

品と同じ商品を被審人以外の取引先に販売することになっていたが，

Ｆに在庫が無かったことから，在庫を有する被審人に対して対象商

品の返品を求めたものであると主張する。 

確かに，Ｆが作成した「Ｈ２２年６月３日～７月１日の返品の経

緯説明」と題する書面（審第７９号証。以下，アの項において「相

手方意見書」という。）には，Ｆでは，平成２２年４月当時，新た

な取引先が急増し，在庫が不足していたため，新たな取引先に納品

する商品を確保するために，同年５月，被審人に対し対象商品の返

品を提案した旨記載されている。 

しかし，Ｆが被審人に対し，他の取引先に納品する商品を確保す

るために売却済みの対象商品の返品を求めたというのは不自然であ

る上，前記ａの電子メールの記載からすれば，被審人が既に平成２

２年３月１５日の時点において対象商品の返品及び減額を検討して

いたことが明らかであり，同年５月に被審人に対して対象商品の返

品を提案したとの相手方意見書の記載はこれと符合せず，また，返

品①ないし④の返品承認シート（査第７９号証〔３枚目〕，第８０

号証〔２枚目〕，第８１号証〔２枚目〕，第８２号証〔２枚目〕）

には返品の理由が「新商品導入の為」と記載され，被審人報告書

（査第３号証の８）にも返品の理由が「商品入れ替えのため」と記

載されているのであって，相手方意見書の記載はこれらとも符合し

ない。したがって，相手方意見書は，その内容が不自然であるだけ

でなく，その内容に反する他の証拠もあるから，採用できない。 

ｃ このように，返品①ないし④は被審人がＦに対して売上不振商品

であることを理由にしたものと認められるところ，同各返品につい

て例外事由に当たるなどの特段の事情はうかがわれないから，同各

返品については，Ｆにあらかじめ計算できない不利益を与えたもの

と推認され，濫用行為に当たると認められる。 
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(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＦに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｆに対し，濫用行為として返品①

ないし④を行ったことが認められる。そして，Ｆが上記濫用行為を

受け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記第３の１ のとおり，被審人は，我が国に本店を置く，子

供・ベビー用品全般を専門的に取り扱う小売業者の中で最大手の

事業者であり，有力な地位にあった。  

なお，被審人は，優越的地位の有無の判断に際しての行為者の

市場における地位は，行為者と取引の相手方との取引に係る商品

類型を考慮した市場における行為者の地位を検討すべきであると

主張するが，行為者が供給する商品全体が取引される市場におけ

る行為者のシェアが大きい場合又はその順位が高い場合には，そ

うでない事業者と比べ，納入業者にとって，自らの利益を拡大す

る上で，行為者がより魅力的な取引先であることは明らかであり，

行為者と取引を行う必要性がより高くなると考えられるから，行

為者と特定納入業者との取引上の地位の格差を判断するに当たっ

ては，通常は行為者が供給する商品全体が取引される市場におけ

る地位を考慮するのが妥当である。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第１５号証）によれば，Ｆの平成２２年１月

１日から始まり同年１２月３１日に終わる事業年度における被審

人に対する年間売上高は約［金額］万円であり，被審人に対する

取引依存度は約９１．９パーセントで，取引依存度における被審

人の順位は［取引先数］社中第１位であったことが認められ，ま

た，Ｆは，被審人との取引額や取引数量が大きいこと，年間総売

上高における被審人に対する取引依存度が高いことを認識してい

たことが認められるから，Ｆは被審人を主な取引先としている状
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況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性等について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第１５号証）によれば，Ｆは，被審人に対す

る年間売上高が大きいことから，被審人に代わる取引先を見付け

ること又は他の取引先との取引を増やすことで被審人との取引停

止に伴う損失を補うことは困難であると認識していたことが認め

られる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の

事情）  

相手方報告書（査第１５号証）によれば，Ｆは，被審人から規

格又は仕様の指示を受けて製造した商品を被審人に納入していた

こと，被審人との取引額や取引数量が安定していると認識してい

たこと，被審人が玩具・子供用品の分野で有力な地位にあると認

識していたこと及び被審人は消費者に人気のある小売業者である

と認識していたことが認められる。  

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ｆにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＦにとって著しく

不利益な要請等を行っても，Ｆがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＦに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対し，被審人は，Ｆは［商品］の輸入・製造販売に必要な

許可とノウハウを有しており，Ｆにとって被審人以外の取引先に変

更できる可能性は十分あると考えられ，また，被審人とＦは製品を

共同開発しており両者は相互に必要とするビジネスパートナーであ

るから，Ｆは被審人からの著しく不利益な要請に応じざるを得ない

立場にはないし，被審人との取引の継続が困難になることがＦの事

業経営上大きな支障を来す可能性は低いと主張する。 

しかし，Ｆが被審人に代わる取引先を見付けることが困難である

と認識していたことは，前記ｂ(c)で認定したとおりであるし，現

に被審人はＦに対して返品という濫用行為を行い，Ｆはこれを受け

入れているのであり，これを受け入れたことについて前記ａのとお
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り特段の事情があったことはうかがわれず，これと前記ｂの事情を

総合すれば，被審人の取引上の地位はＦに優越していたと認めるの

が相当であり，被審人の主張する上記事情があったとしても，この

認定を覆すに足りるものではない。 

ｅ また，被審人は，Ｆは［商品］の製造販売に必要なノウハウを備

え，かつ，製品を共同開発しているビジネスパートナーであって，

被審人がＦ以外の取引先に変更できる可能性は極めて低いから，被

審人からみたＦの立場を考慮すると，被審人の取引上の地位はＦに

優越していないと主張するが，上記事実を認めるに足りる証拠はな

い上，仮にＦが被審人にとって必要かつ重要な取引先であったとし

ても，それだけで被審人がＦに対し優越的地位にあるとの前記ｃの

認定を覆すことはできない。 

(ｳ) 優越的地位にある行為者が取引の相手方に対して不当に不利益を課

して取引を行えば，通常「利用して」行われた行為であると認められ

る（ガイドライン第２の３参照）。 

(ｴ) 以上によれば，返品①ないし④については，被審人が，Ｆに対し，

その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったも

のと認められる。 

イ Ｇに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 減額⑩（改正法施行日以後のもの）について 

(a) 減額⑩は，被審人が平成２２年５月１３日に実施したＧから購

入した［商品］の値引き販売に伴う費用負担として行われたもの

である（査第３号証の９，第９７号証）。 

Ｇの被審人担当者であるＧ１は，審査官に対し，Ｇは相手方報

告書（査第１６号証の２）において被審人から値引き販売の実施

に伴う費用負担を求められたことはない旨回答し，費用負担の状

況についても回答していないが，実際には被審人に対し被審人が

実施する値引き販売に伴う費用負担分を支払っていること，平成

２２年５月頃に被審人が実施した値引き販売についてもＧが補填

のための金銭を支払ったこと，被審人からこの費用負担について

要請があり，Ｇとしても在庫が無くならないと被審人にＧの新商
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品を購入してもらえないためその要請に応じたと具体的に供述し

ており（査第１７号証），この供述によれば，減額⑩については，

被審人がＧに対し正当な理由がないのに値引き販売の実施に伴う

費用負担を求め，同社は今後の取引に与える影響を懸念してそれ

を受け入れざるを得なかったことが認められる。 

なお，被審人は，上記Ｇ１の供述は，減額⑩に係る旧商品の値

引き販売を実施する以前から被審人が新商品を購入していた事実

に反しているから，必ずしも内容が正確ではないと主張するが，

査第９７号証及び審第７４号証の２によれば，Ｇと被審人との間

の上記新商品の売買は，上記値引き販売の実施までに終了したも

のではなく，その後も継続的に行われていたことが認められると

ころ，Ｇが爾後の上記新商品の売買に与える影響を懸念して被審

人の減額⑩の要請を受け入れるということは十分にあり得ること

であるから，上記Ｇ１の供述の内容が正確でないということはで

きない。 

(b) ところで，被審人は，減額⑩は，［商品］のリニューアルに伴

い，旧商品を早期に消化することにより，新商品と旧商品の併売

を避けつつ，新商品の販売促進を図るために，Ｇが旧商品の値引

き販売費用の一部負担を提案して負担したものであると主張し，

Ｇの「平成２２年６月３０日のお振込み金額に関しまして」と題

する書面（審第７４号証）にも，それに沿う記載があるが，前記

Ｇ１の供述に照らし，いずれも採用できない。 

(c) したがって，減額⑩については，Ｇにあらかじめ計算できない

不利益を与えたものであり，濫用行為に当たると認められる。 

ｂ 減額①ないし⑨（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①ないし⑨について具体的な主張をしていないと

ころ，同各減額について例外事由に当たるなどの特段の事情はうか

がわれないから，同各減額については，Ｇにあらかじめ計算できな

い不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認められる。 

(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＧに優越していたか否かについて検

討する。 
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ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｇに対し，濫用行為として減額①

ないし⑩を行ったことが認められる。そして，Ｇが上記濫用行為を

受け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第１６号証）によれば，Ｇの平成２０年４月

１日から始まり平成２１年３月３１日に終わる事業年度における

被審人に対する取引依存度は約１．６パーセントであるものの，

取引依存度における被審人の順位は［取引先数］社中第１１位と

比較的高く，被審人に対する年間売上高も約［金額］万円であっ

たこと，同年４月１日から始まり平成２２年３月３１日に終わる

事業年度における被審人に対する取引依存度は約１．５パーセン

トであるものの，取引依存度における被審人の順位は［取引先

数］社中第１１位と比較的高く，被審人に対する年間売上高も約

［金額］万円であったことが認められるから，Ｇは被審人を主な

取引先としている状況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第１６号証）及び前記Ｇ１の供述調書（査第

１７号証）によれば，Ｇが被審人に対し主に販売している［商

品］等のベビー用品はＧの主力商品であるところ，Ｇは，ベビー

用品について，被審人に代わる取引先を見付けることは困難であ

ると認識していたことが認められる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の

事情）  

相手方報告書（査第１６号証）によれば，Ｇは，被審人から規

格又は仕様の指示を受けて製造した商品を被審人に納入していた

こと，被審人と取引している商品は自社にとって主力商品である

と認識していたこと，被審人が玩具・子供用品の分野で有力な地

位にあると認識していたこと及び被審人は消費者に人気のある小
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売業者であると認識していたことが認められる。  

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ｇにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＧにとって著しく

不利益な要請等を行っても，Ｇがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＧに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対し，被審人は，［商品］の主な販路はドラッグストア等

であること，［商品］の小売市場における被審人の地位が低いこと，

Ｇの被審人に対する取引依存度が極めて低いこと，Ｇは日本の［商

品］市場で第［順位］位の地位にあり，有名な［商品］ブランドを

保有しており，同社は［商品］を取り扱う小売店にとって必要不可

欠なメーカーであることからすれば，Ｇにとって被審人以外の取引

先に変更できる可能性は高く，Ｇが被審人からの著しく不利益な要

請を受け入れざるを得ないような立場にはないし，被審人との取引

の継続が困難になることがＧの事業経営上大きな支障を来すことも

ないと主張する。 

しかし，Ｇが主力商品であるベビー用品について被審人に代わる

取引先を見付けることが困難であると認識していたことは，前記ｂ

(c)で認定したとおりであるし，現に被審人はＧに対して減額とい

う著しく不利益な要請を行い，Ｇはこれを受け入れているのであり，

これを受け入れたことについて前記ａのとおり特段の事情があった

ことはうかがわれず，これと前記ｂの事情を総合すれば，被審人の

取引上の地位はＧに優越していたと認めるのが相当であり，被審人

の主張する上記事情があったとしても，この認定を覆すに足りるも

のではない。 

ｅ また，被審人は，ベビー総合専門店と宣伝する「ベビーザらス」

店舗及び玩具・子供用品店と宣伝する「トイザらス」店舗を保有す

る被審人としては，人気の高い製品をそろえるとともに幅広い品ぞ

ろえの確保が重要であり，Ｇの人気の高い［商品］の品ぞろえを確

保することが必要不可欠であることから，被審人にとってＧ以外の

取引先に変更できる可能性はないと主張するが，上記事実を認める



 

３０ 

に足りる証拠はない上，仮にＧが被審人にとって必要かつ重要な取

引先であったとしても，それだけで被審人がＧに対し優越的地位に

あるとの前記ｃの認定を覆すことはできない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 

(ｴ) 以上によれば，減額①ないし⑩については，被審人が，Ｇに対し，

その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったも

のと認められる。 

ウ Ｈに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 減額⑪（改正法施行日以後のもの）について 

(a) Ｈが作成した「お世話になっております。」から始まる書面

（審第７５号証。以下，ウの項において「相手方意見書」とい

う。）及び審第９１号証によれば，減額⑪については，Ｈが，

［商品・ブランド名］をリニューアルするのに伴い，新商品の販

売促進と，品質の劣る旧商品が長期間にわたって店頭で販売され

ることの弊害を避けるために，旧商品を早期に売り切ることを目

的として，被審人に対し値引き販売費用の一部負担を提案したこ

と，その結果，旧商品の値引き販売が実施されて旧商品の消化が

促進されるとともに，Ｈの被審人に対する［商品］の販売実績が

上がったことが認められる。 

なお，減額⑪のクレジットアローワンスシート（被審人が行う

減額に係る社内決裁文書をいう。以下同じ。）（査第１０６号

証）には「旧品補填」との記載があるが，これがＨから値引き販

売費用の一部負担の申出があったことと矛盾するものとは認めら

れない。 

(b) ところで，被審人の担当者五十嵐優比とＨの担当者Ｈ１との間

でなされた電子メールのやり取り（査第１０８号証）では，上記

Ｈ１が「忘れておりまして申し訳ないですが，［ブランド名］旧

品について一括補填を入れさせていただきます。プラス１００円

補填しますので，売価変更して売り切りをお願いします。（希望
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［金額］円前後）」と連絡し，その後，上記五十嵐が「ＭＵ％が

減るような形でのマークダウンを行なうことが難しいため，１個

あたりプラス１００円の補填をいただいたとしても，１０００円

を切る様な値付けをすることができません。ＭＵ％を維持し，

ルールに沿った値付けを行ないますと，［金額］円までしかつけ

られません。［金額］円にするのであれば［金額］円，［金額］

円にするのであれば［金額］円の補填をいただきたいところで

す。」などと返信しているところ，審査官は，上記Ｈ１が「忘れ

ておりまして申し訳ないですが」と記載していることからすれば，

減額⑪は被審人側からの申出が発端であったことがうかがわれる

上，「ＭＵ％」とは利益率を意味するところ，上記五十嵐の返信

の内容からすれば，減額⑪が被審人の利益を確保するために行わ

れたものであることは明らかであると主張する。 

しかし，上記Ｈ１が上記電子メールにおいて「忘れておりまし

て申し訳ないですが」と記載しているからといって，それだけで

被審人側から減額⑪の申出をしたことがうかがわれるわけではな

い。また，被審人が，上記電子メールによる交渉の際に，負担額

について自社の利益を考慮していたとしても，そのことによって

Ｈがあらかじめ計算できない不利益を受けたということには必ず

しもならない。 

(c) そうすると，減額⑪については，Ｈから申出があり，かつ，当

該減額を原資とした値引き販売の実施により旧商品が処分される

ことがＨの直接の利益となる場合に当たると認められる。 

したがって，減額⑪については，Ｈにあらかじめ計算できない

不利益を与えたものではなく，濫用行為に当たるとは認められな

い。 

ｂ 減額⑫（改正法施行日以後のもの）について 

相手方意見書及び審第９２号証によれば，減額⑫については，Ｈ

が，［商品］をリニューアルするのに伴い，新商品の販売促進と，

品質の劣る旧商品が長期間にわたって店頭で販売されることの弊害

を避けるために，旧商品を早期に売り切ることを目的として，被審

人に対し値引き販売費用の一部負担を提案したこと，その結果，旧
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商品の値引き販売が実施されて旧商品の消化が促進されるとともに，

Ｈの被審人に対する［商品］の販売実績が上がったことが認められ

る。 

なお，減額⑫のクレジットアローワンスシート（査第１０７号

証）には「在庫補填として」との記載があるが，これがＨから値引

き販売費用の一部負担の申出があったことと矛盾するものとは認め

られない。 

そうすると，減額⑫については，Ｈから申出があり，かつ，当該

減額を原資とした値引き販売の実施により旧商品が処分されること

がＨの直接の利益となる場合に当たると認められる。 

したがって，減額⑫については，Ｈにあらかじめ計算できない不

利益を与えたものではなく，濫用行為に当たるとは認められない。 

ｃ 減額①ないし⑩（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①ないし⑩について具体的な主張をしていないと

ころ，同各減額について例外事由に当たるなどの特段の事情はうか

がわれないから，同各減額については，Ｈにあらかじめ計算できな

い不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認められる。 

(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＨに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｈに対し，濫用行為として減額①

ないし⑩を行ったことが認められる。そして，Ｈが上記濫用行為を

受け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第１８号証）及びＨ２（Ｈの［役職］）の供

述調書（査第１９号証）によれば，Ｈの平成２０年４月１日から

始まり平成２１年３月３１日に終わる事業年度における被審人に

対する取引依存度は約０．５パーセントであるものの，取引依存
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度における被審人の順位は［取引先数］社中第９位と比較的高く，

被審人に対する年間売上高も約［金額］万円であったこと，同年

４月１日から始まり平成２２年３月３１日に終わる事業年度にお

ける被審人に対する取引依存度は約０．５パーセントであるもの

の，取引依存度における被審人の順位は［取引先数］社中第１２

位と比較的高く，被審人に対する年間売上高も約［金額］万円で

あったこと，Ｈの主な取扱商品である［商品］に限ってみた場合

には，被審人に対する取引依存度は約１０パーセント弱であり，

また，Ｈの被審人に対する売上げのほとんどは［商品］であった

ことが認められ，また，Ｈは，被審人との取引額や取引数量が大

きいこと，年間総売上高における被審人に対する取引依存度が高

いことを認識していたことが認められるから，Ｈは被審人を主な

取引先としている状況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第１８号証）及び前記Ｈ２の供述調書（査第

１９号証）によれば，Ｈが被審人に対し主に販売している［商

品］はＨの主力商品であるところ，Ｈは，［商品］について，被

審人に代わる取引先を見付けることは困難であると認識していた

ことが認められる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の

事情）  

相手方報告書（査第１８号証）及び前記Ｈ２の供述調書（査第

１９号証）によれば，Ｈは，被審人から規格又は仕様の指示を受

けて製造した商品を被審人に納入していたこと，被審人との取引

額や取引数量が安定していると認識していたこと，被審人と取引

している商品は自社にとって主力商品であると認識していたこと，

被審人が玩具・子供用品の分野で有力な地位にあると認識してい

たこと，被審人は消費者に人気のある小売業者であると認識して

いたこと及び被審人は今後も店舗の拡大等により伸びていく小売

業者であり，取引額の増加が期待できると認識していたことが認

められる。  

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事
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情を総合すれば，Ｈにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＨにとって著しく

不利益な要請等を行っても，Ｈがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＨに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対し，被審人は，［商品］の主な販路はドラッグストア等

であること，［商品］の小売市場における被審人の地位が低いこと，

Ｈの被審人に対する取引依存度が極めて低いことからすれば，Ｈに

とって，被審人以外の取引先に変更できる可能性は高く，Ｈが被審

人からの著しく不利益な要請を受け入れざるを得ない立場にはない

し，被審人との取引の継続が困難になることがＨの事業経営上大き

な支障を来すこともないと主張する。 

しかし，Ｈが主力商品である［商品］について被審人に代わる取

引先を見付けることが困難であると認識していたことは，前記ｂ

(c)で認定したとおりであるし，現に被審人はＨに対して減額とい

う濫用行為を行い，Ｈはこれを受け入れているのであり，これを受

け入れたことについて前記ａのとおり特段の事情があったことはう

かがわれず，これと前記ｂの事情を総合すれば，被審人の取引上の

地位はＨに優越していたと認めるのが相当であり，被審人の主張す

る上記事情があったとしても，この認定を覆すに足りるものではな

い。 

ｅ また，被審人は，ベビー総合専門店と宣伝する「ベビーザらス」

店舗及び玩具・子供用品店と宣伝する「トイザらス」店舗を保有す

る被審人としては，店舗における［商品］の品ぞろえは重要であり，

人気の高い［商品］を取り扱うＨとの取引は必要不可欠であるため，

被審人にとってＨ以外の取引先に変更できる可能性はないと主張す

るが，上記事実を認めるに足りる証拠はない上，仮にＨが被審人に

とって必要かつ重要な取引先であったとしても，それだけで被審人

がＨに対して優越的地位にあるとの前記ｃの認定を覆すことはでき

ない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた
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行為であると認められる。 

(ｴ) 以上によれば，減額⑪及び⑫については，被審人が，Ｈに対し，そ

の取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったもの

とは認められないが，減額①ないし⑩については，被審人が，Ｈに対

し，その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行っ

たものと認められる。 

エ Ｉに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 減額⑨ないし⑪（改正法施行日以後のもの）について 

(a) Ｉが作成した「［商品］の販売に関する意見書」（審第７３号

証。以下，エの項において「相手方意見書」という。）及びＩ１

（Ｉの［役職］）の参考人審尋における陳述によれば，減額⑨に

ついては，Ｉが，［商品］の柄（春に合わせた桜の柄）が季節に

合わなくなってきたことから，これに代えて通常の柄のものを販

売する際に，被審人の店舗における在庫の早期消化を目的として，

被審人に対し値引き販売費用の一部負担を提案したこと，減額⑩

及び⑪については，いずれも，Ｉが，［商品］をリニューアルす

るのに伴い，新商品の販売促進と，品質の劣る旧商品が長期間に

わたって店頭で販売されることの弊害を避けるために，旧商品を

早期に売り切ることを目的として，被審人に対し値引き販売費用

の一部負担を提案したこと，その結果，減額⑨ないし⑪について，

いずれも旧商品の値引き販売が実施されて旧商品の消化が促進さ

れるとともに，Ｉの被審人に対する［商品］の販売実績が上がっ

たことが認められる。 

なお，上記Ｉ１の参考人審尋における陳述は，相手方意見書の

記載と符合する上，Ｉが値引き販売費用の一部負担を提案した理

由についても具体的に述べており，信用性が認められる。これに

対し，上記Ｉ１の前任者であるＩ２の供述調書（査第２１号証）に

は上記認定に反すると思われる記載があるが，相手方意見書の内

容及び上記Ｉ１の参考人審尋における陳述に照らし採用できない。 

また，減額⑨ないし⑪のクレジットアローワンスシート（査第

１１７号証ないし第１１９号証）には「在庫補填として」との記
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載があるが，これがＩから値引き販売費用の一部負担の申出が

あったことと矛盾するものとは認められない。 

(b) ところで，審査官は，減額⑩について，被審人の担当者下方一

功がＩの担当者Ｉ３に送信した電子メール（査第１２０号証）に

「［ブランド名］の旧在庫ですが，以下の数量が残っています。

新商品と同価格では，売りきれませんので，補填を頂戴して処分

できないでしょうか？」と記載されていることからすれば，被審

人側から要請したものと認められると主張する。 

しかし，前記Ｉ１の参考人審尋における陳述によれば，Ｉでは

新商品に関する顧客との商談は面談により開始され，新商品の発

売に伴う旧商品の早期消化のための値引き販売に関する話合いも

新商品に関する商談との関係で開始されることが認められるとこ

ろ，上記電子メール発信前の話合いの状況が明らかでないから，

上記電子メールの記載は前記(a)の認定を妨げるものではない。 

(c) そうすると，減額⑨ないし⑪については，Ｉから申出があり，

かつ，当該各減額を原資とした値引き販売の実施により旧商品が

処分されることがＩの直接の利益となる場合に当たると認められ

る。 

したがって，減額⑨ないし⑪については，Ｉにあらかじめ計算

できない不利益を与えるものではなく，濫用行為に当たるとは認

められない。 

ｂ 減額①ないし⑧（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①ないし⑧について具体的な主張をしていないと

ころ，同各減額について例外事由に当たるなどの特段の事情はうか

がわれないから，同各減額については，Ｉにあらかじめ計算できな

い不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認められる。 

(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＩに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｉに対し，濫用行為として減額①

ないし⑧を行ったことが認められる。そして，Ｉが上記濫用行為を

受け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  
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ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第２０号証）及び前記Ｉ２の供述調書（査第

２１号証）によれば，Ｉの平成２０年４月１日から始まり平成２

１年３月３１日に終わる事業年度における被審人に対する取引依

存度は約０．５パーセントであり，取引依存度における被審人の

順位は約［取引先数］社中第２１位であるものの，被審人に対す

る年間売上高は約［金額］万円であったこと，同年４月１日から

始まり平成２２年３月３１日に終わる事業年度における被審人に

対する取引依存度は約０．７パーセントであり，取引依存度にお

ける被審人の順位は約［取引先数］社中第１９位であるものの，

被審人に対する年間売上高は約［金額］万円であったこと，Ｉの

主な取扱商品である［商品］に限ってみた場合には，被審人に対

する取引依存度は約５パーセントであり，また，Ｉの被審人に対

する売上げの９割以上は［商品］であったことが認められ，また，

Ｉは，被審人との取引額や取引数量が大きいこと，年間総売上高

における被審人に対する取引依存度が高いこと，［商品］の取引

依存度については被審人の順位が常に上位であることを認識して

いたことが認められるから，Ｉは被審人を主な取引先としている

状況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第２０号証）及び前記Ｉ２の供述調書（査第

２１号証）によれば，Ｉが被審人に対し主に販売している［商

品］はＩの主力商品であるところ，Ｉは，［商品］について，被

審人に代わる取引先を見付けること又は他の取引先との取引を増

やすことで被審人との取引停止に伴う損失を補うことは困難であ

ると認識していたことが認められる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の

事情）  
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相手方報告書（査第２０号証）によれば，Ｉは，被審人との取

引額や取引数量が安定していると認識していたこと，被審人と取

引している商品は自社にとって主力商品であると認識していたこ

と，被審人が玩具・子供用品の分野で有力な地位にあると認識し

ていたこと，被審人と取引することで会社としての信用が確保さ

れると認識していたこと，被審人は消費者に人気のある小売業者

であると認識していたことが認められる。 

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ｉにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＩにとって著しく

不利益な要請等を行ってもＩがこれを受け入れざるを得ないような

場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位がＩに優越

していたというべきである。 

ｄ これに対し，被審人は，［商品］の主な販路はドラッグストア等

であること，［商品］の小売市場における被審人の地位が低いこと，

Ｉの被審人に対する取引依存度が極めて低いことからすれば，Ｉに

とって，被審人以外の取引先に変更できる可能性は高く，また，Ｉ

は［商品］を中心とする多角的な事業経営をする［グループ名］グ

ループのグループ会社であり，かつ，Ｉの主力商品は［商品］及び

［商品］であること，一般的に出生率低下に伴い［商品］の売上高

は低下傾向にあることからＩにおける［商品］の比率は低いと推測

され，更に低くなることが予想されることから，Ｉが被審人からの

著しく不利益な要請を受け入れざるを得ない立場にはないし，被審

人との取引の継続が困難になることがＩの事業経営上大きな支障を

来すこともないと主張する。 

しかし，Ｉが主力商品である［商品］について被審人に代わる取

引先を見付けることが困難であると認識していたことは，前記ｂ

(c)で認定したとおりであるし，現に被審人はＩに対して減額とい

う濫用行為を行い，Ｉはこれを受け入れているのであり，これを受

け入れたことについて前記ａのとおり特段の事情があったことはう

かがわれず，これと前記ｂの事情を総合すれば，被審人の取引上の

地位はＩに優越したと認めるのが相当であり，被審人の主張する上
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記事情があったとしても，この認定を覆すに足りるものではない。 

ｅ また，被審人は，ベビー総合専門店と宣伝する「ベビーザらス」

店舗及び玩具・子供用品店と宣伝する「トイザらス」店舗を保有す

る被審人としては，店舗における［商品］の品ぞろえは重要であり，

人気の高い［商品］を取り扱うＩとの取引は必要不可欠であるため，

被審人にとってＩ以外の取引先に変更できる可能性はないと主張す

るが，上記事実を認めるに足りる証拠はない上，仮にＩが被審人に

とって必要かつ重要な取引先であったとしても，それだけで被審人

がＩに対して優越的地位にあるとの前記ｃの認定を覆すことはでき

ない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 

(ｴ) 以上によれば，減額⑨ないし⑪については，被審人が，Ｉに対し，

その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったも

のとは認められないが，減額①ないし⑧については，被審人が，Ｉに

対し，その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を

行ったものと認められる。 

オ Ｊに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 減額③及び④（改正法施行日以後のもの）について 

Ｊが作成した「ＰＭＤに関するクレジットアローワンスお支払い

の事実関係について」と題する書面（審第８５号証。以下，オの項

において「相手方意見書」という。）及びＪ１（Ｊの［役職］）の

参考人審尋における陳述によれば，減額③及び④は，［商品］につ

いて，Ｊが販売不振と判断した被審人の店頭における旧商品を値引

き販売することにより売り切り，それに代えて新商品を販売した方

が売上げの拡大が見込めることから，Ｊが値引き販売費用の一部負

担を提案したこと，その結果，旧商品の値引き販売が実施されて旧

商品の消化が促進されるとともに，Ｊの被審人に対する［商品］の

販売実績が上がったことが認められる。 

なお，減額③及び④の対象商品は［商品］であるところ，相手方
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報告書（査第２２号証）及び上記Ｊ１の参考人審尋における陳述に

よれば，上記Ｊ１は，減額①ないし④が行われた際，［商品］関連

商品を扱う［部署］に在籍しており，［商品］を含む［商品］関連

商品以外の商品を扱う［部署］には在籍していなかったことが認め

られるが，上記各証拠によれば，Ｊでは毎週営業会議を行っていた

ことから，上記Ｊ１は，［部署］担当の商品についても営業方針等

を知っており，また，同人は，本件に関し，［部署］の責任者とと

もに公正取引委員会から事情聴取を受けたり相手方意見書の作成を

担当するなどしたことから，減額①ないし④についても事情を知っ

ていたことが認められるから，その陳述の信用性は否定されない。 

また，減額③のクレジットアローワンスシート（査第１２２号

証）には「マークダウン補填として」との記載があるが，これがＪ

から値引き販売費用の一部負担の申出があったことと矛盾するもの

とは認められない。 

そうすると，減額③及び④については，Ｊから申出があり，かつ，

当該各減額を原資とした値引き販売の実施により旧商品が処分され

ることがＪの直接の利益となる場合に当たると認められる。 

したがって，減額③及び④については，Ｊにあらかじめ計算でき

ない不利益を与えるものではなく，濫用行為に当たるとは認められ

ない。 

ｂ 減額①及び②（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①及び②について具体的な主張をしていないとこ

ろ，同各減額について例外事由に当たるなどの特段の事情はうかが

われないから，同各減額については，Ｊにあらかじめ計算できない

不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認められる。 

(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＪに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｊに対し，濫用行為として減額①

及び②を行ったことが認められる。そして，Ｊが上記濫用行為を受

け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  
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(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第２２号証）によれば，Ｊの平成２０年５月

１日から始まり平成２１年４月３０日に終わる事業年度における

被審人に対する年間売上高は約［金額］万円であり，被審人に対

する取引依存度は約６２．６パーセントで，取引依存度における

被審人の順位は［取引先数］社中第１位であったこと，同年５月

１日から始まり平成２２年４月３０日に終わる事業年度における

被審人に対する年間売上高は約［金額］万円であり，被審人に対

する取引依存度は約６８．２パーセントで，取引依存度における

被審人の順位は［取引先数］社中第１位であったことが認められ，

また，Ｊは，被審人との取引額や取引数量が大きいこと，年間総

売上高における被審人に対する取引依存度が高いことを認識して

いたことが認められるから，Ｊは被審人を主な取引先としている

状況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第２２号証）によれば，Ｊは，被審人に対す

る取引依存度が高いことから，被審人に代わる取引先を見付ける

こと又は他の取引先との取引を増やすことで被審人との取引停止

に伴う損失を補うことは困難であると認識していたことが認めら

れる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の

事情）  

相手方報告書（査第２２号証）によれば，Ｊは，被審人から規

格又は仕様の指示を受けて製造した商品を被審人に納入していた

こと，被審人との取引額や取引数量が安定していると認識してい

たこと，被審人と取引している商品は自社にとって主力商品であ

ると認識していたこと，被審人が玩具・子供用品の分野で有力な

地位にあると認識していたこと，被審人は消費者に人気のある小

売業者であると認識していたことが認められる。  
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ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ｊにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＪにとって著しく

不利益な要請等を行っても，Ｊがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＪに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対して，被審人は，Ｊの全販売高の［割合］割を占めるＰ

株式会社（以下「Ｐ」という。）の製品は極めて強いブランド力を

有する人気商品であって，玩具を扱う小売店にとって必要不可欠な

製品であり，また，Ｊの扱う［商品］や［商品］についても，Ｊは

世界的に人気の高い［キャラクター］のライセンス製品を販売する

などして業界において強い地位を有していること，ＪはＰから指定

された問屋であり，Ｐの製品については同社に取引の判断権がある

から，Ｊの被審人に対する取引依存度はＪを介したＰの被審人に対

する取引依存度により判断すべきであるところ，それは極めて低い

こと，［商品］関連市場における被審人の地位が低いと推測される

ことからすれば，Ｊにとって，被審人以外の取引先に変更できる可

能性は高く，また，ＪはＰから指定された問屋であるから，Ｊは被

審人からの著しく不利益な要請を受け入れざるを得ないような立場

にはないし，被審人との取引の継続が困難になることがＪの事業経

営上大きな支障を来すこともないと主張する。 

しかし，Ｊが被審人に代わる取引先を見付けることが困難である

と認識していたことは，前記ｂ(c)で認定したとおりであるし，現

に被審人はＪに対して減額という著しく不利益な要請を行い，Ｊは

これを受け入れているのであり，これを受け入れたことについて前

記ａのとおり特段の事情があったことはうかがわれず，これと前記

ｂの事情を総合すれば，被審人の取引上の地位はＪに優越していた

と認めるのが相当であり，被審人が主張する上記事情があったとし

ても，この認定を覆すに足りるものではない。 

ｅ また，被審人は，ＪはＰから指定された問屋であるが，被審人が

Ｊから購入するＰの［商品］関連製品は玩具・子供用品の総合専門

店である被審人にとって必須の製品であること，幅広いジャンルの
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玩具・子供用品を取り扱うことが必要不可欠である被審人にとって，

Ｊから購入する［商品］及び［商品］も外すことができないことか

ら，被審人にとってＪ以外の取引先に変更できる可能性はないと主

張するが，上記事実を認めるに足りる証拠はない上，仮にＪが被審

人にとって必要かつ重要な取引先であったとしても，それだけで被

審人がＪに対して優越的地位にあるとの前記ｃの認定を覆すことは

できない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 

(ｴ) 以上によれば，減額③及び④については，被審人が，Ｊに対し，そ

の取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったもの

とは認められないが，減額①及び②については，被審人が，Ｊに対し，

その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったも

のと認められる。 

カ Ｂに対する行為 

(ｱ) ＢとＥとの関係 

Ｂ及びＥがそれぞれ作成した「１ パーマネントマークダウン・ア

ローワンスについて」と題する書面（順に審第８１号証，第８２号証。

以下，カの項において両者をまとめて「相手方意見書」という。）並

びにＢ１（Ｂの［役職］兼Ｅの［役職］）の参考人審尋における陳述

によれば，Ｂは，Ｅの完全子会社であり，Ｅが被審人との取引を始め

るに当たり，被審人に卸売販売をするために当時休眠会社となってい

た会社（当時は旧商号）を販売会社として利用したものであることが

認められる。 

(ｲ) 濫用行為について 

ａ 減額④（改正法施行日以後のもの）について 

相手方意見書，審第１０２号証及び前記Ｂ１の参考人審尋におけ

る陳述によれば，減額④は，Ｂが，「[ブランド名]」という[商品]

をリニューアルするのに伴い，旧商品を早期に消化し，新商品を発

売日（平成２２年３月１３日）に合わせて被審人の店舗において販

売することを目的として，被審人に対し値引き販売費用の一部負担
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を提案したこと，その結果，旧商品の値引き販売が実施されて旧商

品の消化が促進されたことにより，円滑に新商品への移行が達成さ

れて，Ｂの被審人に対する上記商品の販売実績が上がったことが認

められる。 

なお，Ｂの［役職］Ｂ２は，審査官に対し，「トイザらスからは，

当社が納入した商品について，例えば，売れ行きが予想に反して悪

いとか，特定の商品についてセールスをかけるとかいった場合に，

トイザらスが値引き販売を行う場合がありますが，こうした値引き

を行うに際し，当社に負担を求められることがありますが，当社は

これに応じています。」と供述している（査第２４号証）。しかし，

上記Ｂ２は相手方報告書（査第２３号証，第２３号証の２）の作成

責任者であり，同人の供述も相手方報告書の記載を前提にしている

ものと解されるが，相手方報告書には被審人から値引き販売の実施

に伴う費用負担を要請されたものとして減額④が記載されておらず

（査第２３号証の２），上記Ｂ２の供述は減額④を念頭に置いてい

るとは認められないから，上記Ｂ２の供述は上記認定を妨げるもの

ではない。 

また，減額④のクレジットアローワンスシート（査第１２６号

証）には「新商品導入の為のセールス拡販」との記載があるが，こ

れがＢから値引き販売費用の一部負担の申出があったことと矛盾す

るとは認められない。 

そうすると，減額④については，Ｂから申出があり，かつ，当該

減額を原資とした値引き販売の実施により旧商品が処分されること

がＢの直接の利益となる場合に当たると認められる。 

したがって，減額④については，Ｂにあらかじめ計算できない不

利益を与えるものではなく，濫用行為に当たるとは認められない。 

ｂ 減額①ないし③（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①ないし③について具体的な主張をしていないと

ころ，同各減額について例外事由に当たるなどの特段の事情はうか

がわれないから，同各減額については，Ｂにあらかじめ計算できな

い不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認められる。 

(ｳ) 優越的地位について 



 

４５ 

次に，被審人の取引上の地位がＢに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｲ)のとおり，被審人は，Ｂに対し，濫用行為として減額①

ないし③を行ったことが認められる。そして，Ｂが上記濫用行為を

受け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第２３号証）によれば，Ｂの平成２０年２月

２１日から始まり平成２１年２月２０日に終わる事業年度におけ

る被審人に対する年間売上高は約[金額]万円であり，Ｂの売上げ

の全てが被審人に対する売上げであったことが認められ，また，

Ｂは，被審人との取引額や取引数量が大きいこと，年間総売上高

における被審人に対する取引依存度が高いことを認識していたこ

とが認められるから，Ｂは被審人を主な取引先としている状況に

あったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第２３号証）によれば，Ｂは，被審人に代わ

る取引先を見付けること又は他の取引先との取引を増やすことで

被審人との取引停止に伴う損失を補うことは困難であると認識し

ていたことが認められる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の

事情）  

相手方報告書（査第２３号証）によれば，Ｂの取引先は被審人

のみであったこと，Ｂは，被審人との取引額や取引数量が安定し

ていると認識していたこと，被審人と取引することで会社として

の信用が確保されると認識していたこと，被審人は消費者に人気

のある小売業者であると認識していたことが認められる。  

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合考慮すれば，Ｂにとって被審人との取引の継続が困難にな
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ることが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＢにとって著

しく不利益な要請等を行っても，Ｂがこれを受け入れざるを得ない

ような場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＢ

に優越していたというべきである。 

ｄ これに対して，被審人は，Ｂの親会社で実質的な取引先であるＥ

を基準として，被審人の取引上の地位を判断すべきであると主張す

る。 

しかし，被審人の取引上の地位を検討するに当たっては，取引の

相手方であるＢを基準に判断すべきであり，Ｅの存在はその際の事

情の一つとして考慮すれば足りると解される。そして，東京商工リ

サーチ企業情報（査第１６４号証）によれば，ＥにとってＢは主要

な販売先であることが認められるところ，前記ｂ(b)のとおり，Ｂ

の売上げの全てが被審人に対する売上げであるから，Ｅにとって間

接的に被審人が主要な販売先であるということができること，実際，

Ｅの平成２０年度（平成２１年３月決算）の売上高は約[金額]万円

である（査第１６４号証）から，被審人に対する間接的な取引依存

度は約２４．１パーセント（ＢがＥから購入した価格と同一の金額

で被審人に商品を売却している場合）又はそれに近い割合となり，

その依存度はかなり高いことからすれば，Ｅの存在は，被審人の取

引上の地位がＢに優越していたとの前記ｃの結論に影響を及ぼすも

のとは認められない。 

ｅ また，被審人は，Ｂが取り扱う[ブランド名]シリーズ及び[商品]

はロングセラー商品であり，その取扱いを希望する玩具の卸売・小

売業者は多数いるものと考えられることからすれば，Ｅにとって，

被審人以外の取引先に変更できる可能性は高いから，Ｅが被審人か

らの著しく不利益な要請を受け入れざるを得ない立場にはないし，

被審人との取引の継続が困難になることがＥの事業経営上大きな支

障を来すこともないと主張する。 

しかし，前記ｄのとおり，被審人の取引上の地位が優越している

か否かについては，Ｂとの関係で判断すべきものであるところ，Ｂ

が被審人に代わる取引先を見付けることが困難であると認識してい

たことは，前記ｂ(c)で認定したとおりであるし，現に被審人はＢ
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に対して減額という濫用行為を行い，Ｂはこれを受け入れているの

であり，これを受け入れたことについて前記ａのとおり特段の事情

があったことはうかがわれず，これと前記ｂの事情を総合すれば，

被審人の取引上の地位はＢに優越していたと認めるのが相当である。 

ｆ また，被審人は，玩具・子供用品の総合専門店である被審人とし

ては，幅広い玩具の品ぞろえと人気の高い玩具の取扱いが重要であ

るから，人気の高いＥの製品を取り扱うことは必須であるため，被

審人にとって，Ｅ以外の取引先に変更できる可能性はないと主張す

る。 

  しかし，前記ｄのとおり，被審人の取引上の地位が優越している

か否かについては，Ｂとの関係で判断すべきものであるところ，Ｂ

との関係で上記事実を認めるに足りる証拠はない上，仮にＢが被審

人にとって必要かつ重要な取引先であったとしても，それだけで被

審人がＢに対し優越的地位にあるとの前記ｃの認定を覆すことはで

きない。 

(ｴ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 

(ｵ) 以上によれば，減額④については，被審人が，Ｂに対し，その取引

上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったものとは認

められないが，減額①ないし③については，被審人が，Ｂに対し，そ

の取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったもの

と認められる。 

キ Ｃに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 返品①及び②について 

(a) 返品②（改正法施行日以後のもの）について 

被審人は，返品②について，被審人が試験的な意味を有する店

舗であるトイザらスセレクトを出店するに際し，被審人とＣは，

トイザらスセレクトにおいてのみ取り扱う[商品]について，仮に

トイザらスセレクトが不成功に終わった場合には，Ｃが上記[商

品]の返品を受けて直営店などで販売するとともに，通常店舗に
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移行した場合には通常店舗の取扱商品を納品するとの一般的な共

通認識を有していたところ，トイザらスセレクトが不成功に終わ

り通常店舗に移行する際，Ｃが同社の直営店で上記[商品]を販売

することが可能であったことから，被審人とＣがその返品を合意

したと主張する。 

そして，Ｃが作成した意見書（審第８３号証〔枝番を含む。〕。

以下，キの項において「相手方意見書」という。）には「Ｃ社は

特別な事情がある場合にのみ，返品を受け付けております。２０

１０年１月２４日に行いましたなんばパークス店からの[商品]の

返品につきましては，そのような特別の事情が確実に存在してい

ました。上記について特別な事情と認められる理由は，Ｃ社が，

なんばパークス店における配置テストに関し，[商品]を含む取扱

範囲の拡大が試験的なものであり，これが成功しなかった場合に

は返品を受けると常に理解していたことにあります。」と，被審

人の上記主張に沿うかのような記載がある（審第８３号証，第８

３号証の２。なお，「１月２４日」とあるが，これは「１月１４

日」の誤記であると思われる。）。 

しかし，トイザらスセレクトが終了したのは平成２０年１０月

１日よりも前である（争いがない。）ところ，被審人が返品②の

対象商品を含む商品の返品の要請をしたのは平成２１年９月又は

これに近接する時期であり（査第１２８号証），トイザらスセレ

クトの終了から返品要請までの期間が長いことから，返品②がト

イザらスセレクトの終了に原因があるとは考えにくく，また，相

手方意見書の上記記載は，Ｃが，トイザらスセレクト用の商品を

納品するに当たり，被審人に対して商品を返品しないことを申し

入れていたこと（査第１２９号証）と整合せず，被審人が返品の

要請をしてから実際に返品を行うまでに相当程度時間を要したこ

と（上記のとおり，被審人が返品の要請をしたのは平成２１年９

月又はこれに近接する時期であるが，被審人が実際に返品を行っ

たのは別表４のとおり平成２２年１月１４日である。）とも整合

しないから，相手方意見書のうち返品②に関する部分は採用でき

ない。 
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そして，他に，返品②について例外事由に当たるなどの特段の

事情はうかがわれないから，同返品については，Ｃにあらかじめ

計算できない不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たる

と認められる。 

(b) 返品①（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，返品①について具体的な主張をしていないところ，

同返品について例外事由に当たるなどの特段の事情はうかがわれ

ないから，同返品については，Ｃにあらかじめ計算できない不利

益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認められる。 

ｂ 減額①ないし④（減額①及び②は改正法施行日前のもの，減額③

及び④は改正法施行日以後のもの）について 

Ｃは，相手方報告書（査第２５号証の２）において，減額①ない

し④を含む事例について，販売促進につながると考え，値引き販売

に伴う費用負担に関する要請に応じた旨回答している。 

また，相手方意見書には，Ｃと被審人は，新製品を継続的に導入

するために，Ｃが年度の初めに定めた値引き販売に伴う費用負担に

ついての定めた予算の範囲内で，Ｃが被審人に販売した商品のうち

廃番となった商品の在庫一掃を促進するための値引き販売費用を各

２分の１の割合で負担することをあらかじめ合意していたことが記

載されているが，これを裏付ける資料（２０１０年度〔平成２２年

度〕の値引き販売の実施に伴う費用負担の計画書）も添付されてお

り，相手方報告書の上記記載とも整合することから，相手方意見書

のうち減額①ないし④に関する部分は信用することができる。 

したがって，これらの証拠によれば，減額①ないし④は，Ｃが，

商品の販売促進を図るために，新製品を継続的に導入すべく，被審

人との間で，限度額及び対象商品をあらかじめ限定した上で，値引

き販売の原資とするための減額の条件を明確に定め，被審人が，そ

の条件に従って上記限度額及び上記対象商品の範囲内で行った減額

であることが認められるから，上記各減額については，Ｃにあらか

じめ計算できない不利益を与えるものではなく，また，上記各減額

がＣが得る直接の利益等を勘案して合理的であると認められる範囲

を超えた負担となり，同社に不利益になることもうかがわれないか
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ら，上記各減額については，濫用行為に当たるとは認められない。 

(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＣに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｃに対し，濫用行為として返品①

及び②を行ったことが認められる。そして，Ｃが上記濫用行為を受

け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第２５号証）によれば，Ｃの平成２１年１月

１日から始まり同年１２月３１日に終わる事業年度における被審

人に対する年間売上高は約[金額]万円であり，被審人に対する取

引依存度は約２８．３パーセントで，取引依存度における被審人

の順位は[取引先数]社中第１位であったこと，平成２２年１月１

日から始まり同年１２月３１日に終わる事業年度における被審人

に対する年間売上高は約[金額]万円であり，被審人に対する取引

依存度は約２７．７パーセントで，取引依存度における被審人の

順位は[取引先数]社中第１位であったことが認められ，また，Ｃ

は，被審人との取引額や取引数量が大きいこと，年間総売上高に

おける被審人に対する取引依存度が高いことを認識していたこと

が認められるから，Ｃは被審人を主な取引先としている状況に

あったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第２５号証）によれば，Ｃは，被審人に対す

る取引依存度が高いことから，被審人に代わる取引先を見付ける

こと又は他の取引先との取引を増やすことで被審人との取引停止

に伴う損失を補うことは困難であると認識していたことが認めら

れる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の
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事情）  

相手方報告書（査第２５号証）によれば，Ｃは，被審人との取

引額や取引数量が安定していると認識していたこと，被審人と取

引している商品は自社にとって主力商品であると認識していたこ

と，被審人が玩具・子供用品の分野で有力な地位にあると認識し

ていたこと及び被審人は消費者に人気のある小売業者であると認

識していたことが認められる。  

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ｃにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＣにとって著しく

不利益な要請等を行っても，Ｃがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＣに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対して，被審人は，世界で人気のある[ブランド名]を取り

扱うＣにとって，被審人以外の取引先に変更できる可能性は高く，

被審人からの著しく不利益な要請を受け入れざるを得ないような立

場にはないし，被審人との取引の継続が困難になることがＣの事業

経営上大きな支障を来すこともないと主張する。 

しかし，Ｃが被審人に代わる取引先を見付けることが困難である

と認識していたことは，前記ｂ(c)で認定したとおりであるし，現

に被審人はＣに対して返品という濫用行為を行い，Ｃはこれを受け

入れているのであり，これを受け入れたことについて前記ａのとお

り特段の事情があったことはうかがわれず，これと前記ｂの事情を

総合すれば，被審人の取引上の地位はＣに優越していたと認めるの

が相当である。 

ｅ また，被審人は，Ｃの取り扱う[商品]は極めて人気の高い製品で

あるため，玩具・子供用品の総合専門店である「トイザらス」店舗

を有する被審人としては，Ｃの[商品]を取り扱うことは必要不可欠

であることから，被審人にとってＣ以外の取引先に変更できる可能

性はないと主張するが，上記事実を認めるに足りる証拠はない上，

仮にＣが被審人にとって必要かつ重要な取引先であったとしても，

それだけで被審人がＣに対し優越的地位にあるとの前記ｃの認定を
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覆すことはできない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 

(ｴ) 以上によれば，減額①ないし④については，被審人が，Ｃに対し，

その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったも

のとは認められないが，返品①及び②については，被審人が，Ｃに対

し，その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行っ

たものと認められる。 

ク Ｋに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 返品①ないし⑥（改正法施行日以後のもの）について 

(a) Ｋが作成した「返品（ＲＴＶ）／パーマネントマークダウン

（ＰＭＤ）報告書」（審第７６号証。以下，クの項において「相

手方意見書」という。），審第９３号証ないし第９５号証及びＫ

１（Ｋの［役職］）の参考人審尋における陳述によれば，返品①

ないし④は[商品]のリニューアルに伴うもの，返品⑤及び⑥は

[商品]の新商品導入に伴うものであるが，いずれも新商品を早急

に市場に流通させ（垂直立ち上げ），販売を促進させることを目

的として，Ｋが被審人に対し旧商品の返品を提案したこと，その

結果，Ｋの被審人に対する上記各商品の販売実績が上がったこと

が認められる。 

なお，返品①ないし④の返品承認シート（査第１３４号証，第

１３５号証）並びに返品⑤及び⑥の返品承認シート（査第１３６

号証）には返品理由が「商品入替えのため」と記載されているが，

これがＫから返品の申出があったことと矛盾するものとは認めら

れない。 

(b) ところで，審査官は，返品①ないし④に関して，前記Ｋ１と被

審人の担当者五十嵐優比との間でやり取りされた電子メール（査

第１３７号証）では，上記Ｋ１が「店頭で旧・新両方売ることは

可能でしょうか？」，「[部品]の仕様も異なりますので，エンド

は新製品，定番は旧品展開は可能でしょうか？」などと連絡し，
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その後，上記五十嵐が「旧品についてですが，互換性がない物を

同時期に併売するのは，たとえエンドキャップと元売場と分けた

としてもお客様が混乱しますので，予定通り返品させていただき

ます。」などと連絡していることから，Ｋは旧商品と新商品の併

売を求めていたことは明らかであると主張する。 

しかし，上記Ｋ１は，参考人審尋において，当初は新商品と旧

商品を入れ替えることにしていたものの，被審人に納入すべき新

商品の数量を確保することが困難な状況になったので，新商品と

旧商品の併売を求めたが，その後，社内調整等により予定数量に

近い新商品を納入することができ，旧商品を併売する必要性がな

くなったので，当初の販売戦略どおり新商品と旧商品を入れ替え

ることにしたと陳述するところ，審査官が指摘する部分だけでな

く上記電子メールでのやり取りの全体を見れば，上記Ｋ１が，終

始，商品が欠品となることを心配して新商品と旧商品を併売する

ことを考えていたことは明らかであって，これは上記Ｋ１の参考

人審尋における陳述を裏付けるものであるから，審査官の上記主

張は採用できない。 

(c) そうすると，返品①ないし⑥については，Ｋから申出があり，

かつ，Ｋが当該返品の対象商品を処分することがＫの直接の利益

となる場合に当たると認められる。 

したがって，返品①ないし⑥については，Ｋにあらかじめ計算

できない不利益を与えるものではなく，濫用行為に当たるとは認

められない。 

ｂ 減額①ないし⑥について 

(a) 減額⑥（改正法施行日以後のもの）について 

相手方意見書，審第９６号証及び前記Ｋ１の参考人審尋におけ

る陳述によれば，減額⑥は，Ｋが，「[ブランド名]」という[商

品]をリニューアルするのに伴い，旧商品を早期に売り切った上

で，新商品の店頭における発売時期に合わせて新商品の広告宣伝

を行うことによって新商品を早急に市場に流通させることを目的

として，被審人に対し旧商品の値引き販売費用の一部負担を提案

したこと，その結果，旧商品の値引き販売が実施されて旧商品の
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消化が促進されるとともに，Ｋの被審人に対する上記商品の販売

実績が上がったことが認められる。 

なお，被審人のマーチャンダイズ本部アパレル商品部シニア・

バイヤーである陶正治は，審査官に対し，値引き販売をする場合

に納入業者に対して値引き額に対する填補をお願いして収受して

いると述べた上で，減額⑥のクレジットアローワンスシート（査

第１４３号証）の説明をしている（査第１０号証）が，上記陶の

供述は，Ｋが相手方報告書（査第２６号証の２）において被審人

から値引き販売の実施に伴う費用負担を要請されたものとして多

数の事例を記載しているにもかかわらず減額⑥を記載していない

ことや，相手方意見書の内容及び上記Ｋ１の参考人審尋における

陳述に照らして採用できない。 

そうすると，減額⑥については，Ｋから申出があり，かつ，当

該減額を原資とした値引き販売の実施により旧商品が処分される

ことがＫの直接の利益となる場合に当たると認められる。 

したがって，減額⑥については，Ｋにあらかじめ計算できない

不利益を与えるものではなく，濫用行為に当たるとは認められな

い。 

(b) 減額①ないし⑤（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①ないし⑤について具体的な主張をしていない

ところ，同各減額について例外事由に当たるなどの特段の事情は

うかがわれないから，同各減額については，Ｋにあらかじめ計算

できない不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認

められる。 

(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＫに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｋに対し，濫用行為として減額①

ないし⑤を行ったことが認められる。そして，Ｋが上記濫用行為を

受け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に
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取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第２６号証）によれば，Ｋの平成２１年２月

１日から始まり平成２２年１月３１日に終わる事業年度における

被審人に対する年間売上高は約［金額］万円であり，被審人に対

する取引依存度は約４．１パーセントで，取引依存度における被

審人の順位は［取引先数］中第５位であったことが認められ，ま

た，Ｋは，被審人との取引額や取引数量が大きいこと，年間総売

上高における被審人に対する取引依存度が高いことを認識してい

たことが認められるから，Ｋは被審人を主な取引先としている状

況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第２６号証）及び前記Ｋ１の供述調書（査第

２７号証）によれば，Ｋは，被審人に代わる取引先を見付けるこ

とで被審人との取引停止に伴う損失を補うことは困難であると認

識していたことが認められる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の

事情）  

相手方報告書（査第２６号証）及び前記Ｋ１の供述調書（査第

２７号証）によれば，Ｋは，被審人から規格又は仕様の指示を受

けて製造した商品を被審人に納入していたこと，被審人との取引

額や取引数量が安定していると認識していたこと，被審人と取引

している商品は自社にとって主力商品であると認識していたこと，

被審人が玩具・子供用品の分野で有力な地位にあると認識してい

たこと，被審人は消費者に人気のある小売業者であると認識して

いたこと，被審人は今後も店舗の拡大等により伸びていく小売業

者であり，取引額の増加が期待できると認識していたことが認め

られる。 

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ｋにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＫにとって著しく
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不利益な要請等を行っても，Ｋがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＫに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対し，被審人は，被審人がＫから購入している主な商品で

ある［商品］の主な販路はドラッグストア等であるから，Ｋにとっ

て被審人以外の取引先に変更できる可能性は高く，また，Ｋの被審

人に対する取引依存度は極めて低いから，Ｋは被審人から著しく不

利益な要請に応じざるを得ない立場にはないし，被審人との取引の

継続が困難になることがＫの事業経営上大きな支障を来すことには

ならないと主張する。 

しかし，Ｋが被審人に代わる取引先を見付けることが困難である

と認識していたことは，前記ｂ(c)で認定したとおりであり，また，

Ｋの被審人に対する取引依存度は，前記ｂ(b)のとおり約４．１

パーセントであり，低くはない。そして，現に被審人はＫに対して

減額という著しく不利益な要請を行い，Ｋはこれを受け入れている

のであり，これを受け入れたことについて前記ａのとおり特段の事

情があったことはうかがわれず，これと前記ｂの事情を総合すれば，

被審人の取引上の地位はＫに優越したと認めるのが相当である。 

ｅ また，被審人は，ベビー総合専門店と宣伝する「ベビーザらス」

店舗及び玩具・子供用品店と宣伝する「トイザらス」店舗を保有す

る被審人としては，乳児に必要不可欠である［商品］の品ぞろえが

重要であるところ，Ｋは［商品］について少なくとも［割合］パー

セント程度の国内シェアを有していること，Ｋの［商品］は人気が

高く，また，極めて特徴的かつ機能的であることからすれば，被審

人がＫの［商品］を取り扱うことは必須であるから，被審人にとっ

てＫ以外の取引先に変更できる可能性は極めて低いと主張するが，

上記事実を認めるに足りる証拠はない上，仮にＫが被審人にとって

必要かつ重要な取引先であったとしても，それだけで被審人がＫに

対し優越的地位にあるとの前記ｃの認定を覆すことはできない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 
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(ｴ) 以上によれば，返品①ないし⑥及び減額⑥については，被審人が，

Ｋに対し，その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為

を行ったものとは認められないが，減額①ないし⑤については，被審

人が，Ｋに対し，その取引上の地位が優越していることを利用して濫

用行為を行ったものと認められる。 

ケ Ｄに対する行為 

(ｱ) Ｄが作成した「お取引内容についてのご報告について」と題する書

面（審第７７号証，第９８号証）によれば，減額①（改正法施行日以

後のもの）は，Ｄが，［商品］等の新シリーズを発売するのに伴い，

旧シリーズが長期にわたって被審人の店頭に残ると，Ｄのブランドイ

メージを低下させるとともに，新シリーズの認知を遅らせ，新シリー

ズの販売促進の障害になると考えて，それを回避する目的で，被審人

に対し値引き販売費用の一部負担を提案したこと，その結果，旧シ

リーズの値引き販売が実施されて旧シリーズの消化が促進されるとと

もに，Ｄの被審人に対する上記商品の販売実績が上がったことが認め

られる。 

なお，減額①のクレジットアローワンスシート（査第１４４号証）

には「マークダウン在庫補填として」との記載があるが，これがＤか

ら値引き販売費用の一部負担の申出があったことと矛盾するものとは

認められない。 

そうすると，減額①については，Ｄから申出があり，かつ，当該減

額を原資とした値引き販売の実施により旧商品が処分されることがＤ

の直接の利益となる場合に当たると認められる。 

したがって，減額①については，Ｄにあらかじめ計算できない不利

益を与えたものではなく，濫用行為に当たるとは認められない。 

(ｲ) 以上によれば，被審人が，Ｄに対し，その取引上の地位が優越して

いることを利用して濫用行為を行ったとは認められない。 

コ Ｌに対する行為 

(ｱ) 減額③ないし⑥（改正法施行日以後のもの）について 

Ｌ作成の「前略，いつもお世話になっております。」で始まる書面

（審第８６号証）及び「石橋様，昨日はお忙しい中にお越しいただき

状況ご報告ありがとうございました。」で始まる書面（審第８７号証。
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以下，コの項においてこれらの書面を併せて「相手方意見書」とい

う。）には，Ｌは，小売店に対し，他社にない独創的なアイデア商品

を広告によって宣伝して消費者の指名買いを引き出すというリスクの

高い提案をしており，広告効率を勘案し商品が売出しの広告時に小売

店に並ばない事態を避けるため，小売店の導入リスクを軽減すること

を目的に，Ｌが売行きが悪く失敗と認めた商品については，返品又は

値引き販売の費用の負担を提案する販売方針であったこと，減額③な

いし⑥は，いずれも，対象商品の売行きが悪かったことから，Ｌが値

引き販売費用の負担を提案したこと，そのうち減額③の対象商品はユ

ニークアイデア商品であり，このような商品は広告が効果を発揮する

一方で，発売とともにデッドストック化するおそれもあるハイリスク

ハイリターン商品であるところ，減額③の対象商品は発売とともに

デッドストック化したため，Ｌが値引き販売の実施に伴う費用負担を

申し出たこと，減額④及び⑤については，平成２０年に発売を開始し

た旧商品の売行きが悪くなったため，Ｌがパッケージ等を変更して再

度被審人に販売したが，それでも売行きが悪かったため，Ｌが値引き

販売の実施に伴う費用負担を申し出たこと，減額⑥については，平成

２２年に発売を開始した旧商品の売行きが悪いため，Ｌが商品名等を

変更して再度被審人に販売したが，それでも売行きが悪かったため，

Ｌが値引き販売の実施に伴う費用負担を申し出たことなどが記載され

ており，これを裏付ける資料（減額③ないし⑤が行われる際のＬの担

当者と被審人の担当者の商談の内容を商談の直後にまとめたメモ及び

減額⑥が行われる際にＬの担当者が被審人の担当者に対して交付した

書面の各控え）も添付されている。 

また，相手方報告書（査第２９号証，第２９号証の２）には，被審

人からＬの不利益となる要請があったとき，当該要請を受け入れざる

を得なくなるのはどのような場合かとの設問に対し，「当社の不利益

になるものは基本的に受け入れない」と記載され（査第２９号証），

また，被審人から値引き販売の実施に伴う費用負担を要請されること

はなく，Ｌから提案した場合のみ費用負担をした旨も記載されている

（査第２９号証の２）。 

したがって，これらの証拠によれば，減額③ないし⑥は，Ｌがその
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販売方針に基づいて被審人に申し出て行われたものであり，このよう

な販売方針が被審人によって受け入れられることにより，Ｌは，被審

人に対して対象商品を販売することができ，また，対象商品の売行き

が悪かったことから，当該各減額を原資とした値引き販売を実施する

ことにより対象商品を早期に消化した上，さらに新たな商品を販売す

ることができたことが認められるから，減額③ないし⑥については，

Ｌから申出があり，かつ，当該各減額を原資とした値引き販売の実施

により対象商品が処分されることがＬの直接の利益となる場合に当た

ると認められる。 

なお，Ｌの［役職］Ｌ１は，審査官に対し，相手方報告書ではＬか

ら提案した場合のみ値引き販売の実施に伴う費用の負担をした旨回答

しているが，Ｌの方から金銭を支払うので値引き販売をしてほしいと

提案するということではないこと，商品の売行きが悪く滞留在庫と

なっていると，被審人に対して新商品の導入を提案した際に利益が出

ていないことを理由に受け入れてもらえないことがあるので，旧商品

が利益を出しているという形を作って新商品を受け入れてもらうため

に，被審人が減額を実施するための原資として費用負担に応じること

があったことを供述している（査第３８号証）が，上記Ｌ１の供述は，

相手方意見書に添付された上記裏付け資料と符合しておらず，採用で

きない。したがって，減額③ないし⑥については，Ｌにあらかじめ計

算できない不利益を与えるものではなく，濫用行為に当たるとは認め

られない。 

(ｲ) 減額①及び②（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①及び②について具体的な主張をしていない。 

しかし，相手方報告書における前記(ｱ)の記載と相手方意見書（審

第８７号証）を総合すれば，減額①及び②は減額③ないし⑥と同様の

ものであったことが認められるから，減額①及び②についても，Ｌに

あらかじめ計算できない不利益を与えるものではなく，濫用行為に当

たるとは認められない。 

(ｳ) 以上によれば，被審人が，Ｌに対し，その取引上の地位が優越して

いることを利用して濫用行為を行ったとは認められない。 

サ Ｍに対する行為 
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(ｱ) 濫用行為について 

被審人は，減額①（改正法施行日以後のもの）は，対象となった商

品（［商品］）の売買契約を締結した際に，Ｍとの合意により定めた

条件（当該商品の１週間当たりの販売数が１００個未満の場合にはＭ

の費用負担により値引き販売をすること）に基づき，Ｍが値引き販売

費用の一部を負担したものであると主張し，Ｍが作成した「平成２２

年４月１４日請求のクレジットアローワンスにつきまして」と題する

書面（審第８８号証）には，それに沿う記載がある。 

しかし，被審人は，被審人報告書（査第３号証の９）において，減

額①について，商品を購入する前にＭとの合意により定めた条件に

従って行った値引き販売の実施に伴う費用負担である旨の回答をして

いないし，減額①に関するクレジットアローワンスシート（査第１４

７号証）にも事前の合意があったことをうかがわせる記載はない。そ

して，減額①を行うに当たり，被審人の担当者福井昭直がＭの担当者

Ｍ１（同人の氏名につき査第１４７号証）に送信した電子メール（査

第１４８号証）には「［ブランド名］のセールスが非常にスローと

なっております。添付の通りマークダウンをさせていただきたいので

すが，サポートをお願いすることは可能でしょうか。」と記載されて

いるところ，売行きが悪いことを報告して減額を申し入れているだけ

であって，事前に合意があったことをうかがわせる記載はなく，また，

被審人が主張するように一定量の販売数を下回った場合にＭの費用負

担によって値引き販売をすることが条件となっていたのであれば，通

常，その条件が充たされたことを示して，契約条件に従って値引き販

売を始める旨連絡すると考えられるにもかかわらず，同メールでは被

審人の主張する条件について何ら言及されておらず，むしろ，減額の

可否を打診する形で記載されている。 

また，上記福井は，審査官に対し，減額①は不稼働在庫の処分のた

めのサポートであると供述している（査第５６号証）。 

したがって，減額①は，事前の合意に基づくものであると認められ

ず，むしろ，不稼働在庫であることを理由に被審人が値引き販売の実

施に伴う費用負担を求めたものと認められるところ，同減額について

例外事由に当たるなどの特段の事情はうかがわれないから，同減額に



 

６１ 

ついては，Ｍにあらかじめ計算できない不利益を与えたものと推認さ

れ，濫用行為に当たると認められる。 

(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＭに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｍに対し，濫用行為として減額①

を行ったことが認められる。そして，Ｍが上記濫用行為を受け入れ

たことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第３０号証）によれば，Ｍの平成２１年１０

月１日から始まり平成２２年９月３０日に終わる事業年度におけ

る被審人に対する年間売上高は約［金額］万円であり，被審人に

対する取引依存度は約６．９パーセントで，取引依存度における

被審人の順位は［取引先数］社中第１位であったことが認められ，

また，Ｍは，被審人との取引額や取引数量が大きいこと，年間総

売上高における被審人に対する取引依存度が高いことを認識して

いたことが認められるから，Ｍは被審人を主な取引先としている

状況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第３０号証）によれば，Ｍは，既に多くの玩

具を取り扱う事業者と取引を行っていることから，被審人に代わ

る取引先を見付けること又は他の取引先との取引を増やすことで

被審人との取引停止に伴う損失を補うことは困難であると認識し

ていたことが認められる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の

事情）  

相手方報告書（査第３０号証）によれば，Ｍは，被審人から規

格又は仕様の指示を受けて製造した商品を被審人に納入していた
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こと，被審人との取引額や取引数量が安定していると認識してい

たこと，被審人と取引している商品は自社にとって主力商品であ

ると認識していたこと，被審人が玩具・子供用品の分野で有力な

地位にあると認識していたこと及び被審人は消費者に人気のある

小売業者であると認識していたことが認められる。  

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ｍにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＭにとって著しく

不利益な要請等を行っても，Ｍがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＭに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対して，被審人は，Ｍの取り扱う玩具等は人気のキャラク

ター等によって他社との差別化が図られているからＭとの取引を希

望する卸売・小売店は多くいるものと考えられ，実際に幅広い業種

の事業者と取引があることから，Ｍにとって被審人以外の取引先に

変更できる可能性は高く，また，Ｍの被審人に対する取引依存度は

低く，Ｍはオンラインショップも運営しているから，Ｍは被審人か

ら著しく不利益な要請に応じざるを得ない立場にはないし，被審人

との取引の継続が困難になることがＭの事業経営上大きな支障を来

すことにはならないと主張する。 

しかし，Ｍが被審人に代わる取引先を見付けることが困難である

と認識していたことは，前記ｂ(c)で認定したとおりであり，また，

Ｍの被審人に対する取引依存度は，同(b)のとおり約６．９パーセ

ントであり，低くはない。そして，現に被審人はＭに対して減額と

いう著しく不利益な要請を行い，Ｍはこれを受け入れているのであ

り，これを受け入れたことについて前記ａのとおり特段の事情が

あったことはうかがわれず，これと前記ｂの事情を総合すれば，被

審人の取引上の地位はＭに優越したと認めるのが相当であり，被審

人の主張する上記事情があったとしても，この認定を覆すに足りる

ものではない。 

ｅ また，被審人は，玩具・子供用品の総合専門店として，幅広い

ジャンルの玩具の取扱いと人気の高いＭのオリジナル商品の取扱い
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は重要であることから，被審人にとってＭ以外の取引先に変更でき

る可能性は低いと主張するが，上記事実を認めるに足りる証拠はな

い上，仮にＭが被審人にとって必要かつ重要な取引先であったとし

ても，それだけで被審人がＭに対し優越的地位にあるとの前記ｃの

認定を覆すことはできない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 

(ｴ) 以上によれば，減額①については，被審人が，Ｍに対し，その取引

上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったものと認め

られる。 

シ Ｎに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 返品①ないし⑤について 

(a) 返品③及び④（改正法施行日以後のもの）について 

被審人は，返品③及び④について，その対象商品である季節商

材の［ブランド名］の売買契約を締結した際に販売期間終了時に

在庫として残っている商品の全てをＮに返品するとの条件が付さ

れ，その条件に従って返品したものであると主張し，Ｎが作成し

た「ＲＴＶ商品報告書」（審第８０号証。以下，シの項において

「相手方意見書」という。）には，それに沿う記載がある。 

しかし，被審人報告書（査第３号証の８）及び相手方報告書

（査第３１号証）のいずれにおいても，上記商品について返品条

件が付されていなかった旨回答されている。また，上記被審人報

告書並びに返品③及び④の返品承認シート（査第１５１号証，第

１５２号証）には，返品理由が順に「商品入れ替えのため」，

「商品入替えの為」と記載されており，被審人の主張するような

条件が付されていたことはうかがえない。 

そうすると，相手方意見書のうち返品③及び④に関する部分は，

これを裏付ける証拠はなく，かえって，これに反する証拠がある

から，採用できない。 

そして，他に，返品③及び④について例外事由に当たるなどの
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特段の事情はうかがわれないから，同各返品については，Ｎにあ

らかじめ計算できない不利益を与えたものと推認され，濫用行為

に当たると認められる。 

(b) 返品⑤（改正法施行日以後のもの）について 

相手方意見書には，返品⑤の対象商品である［ブランド名］は，

当初は内容量３５ミリリットルであった（以下，シの項において

この内容量のものを「旧商品」という。）が，その後，内容量を

３８ミリリットルとして販売されることとなった（以下，シの項

においてこの内容量のものを「新商品」という。）こと，Ｎは，

［ブランド名］の製造業者（Ｑ株式会社）から，旧商品を新商品

に差し替えることを依頼されるとともに，同社に対して旧商品を

返品することについて承諾を得たこと，Ｎは，被審人に対し，旧

商品の返品を依頼するとともに，新商品の導入を提案したことが

記載されている。 

しかし，Ｎの担当者Ｎ１から被審人の担当者下方一功に送信さ

れた電子メール（査第１５４号証）には「以前電話でお伝えした

ときには１０％増量はスポットということで導入をみおくりまし

たが，やはり増量してから減らすことはできないということで継

続になるそうです。今週のＰＯが出ていますので追加ＪＡＮ登録

で自然切り替えできませんでしょうか。」と記載されており，Ｎ

が「自然切り替え」，すなわち，旧商品と新商品を併売して自然

に旧商品を無くすことを希望していたことが認められる。この点

について，被審人は，「今週のＰＯが出ていますので追加ＪＡＮ

登録で自然切り替えできませんでしょうか」の意味は，旧商品を

対象とする既に発行された今週分のＰＯ（発注書）を新商品のＰ

Ｏとして取り扱うことは可能かとの意味と理解できるから，上記

電子メールの記載はＮが旧商品と新商品の併売を希望していたこ

とを示すものではないと主張するが，旧商品は既にＪＡＮ登録

（「ＪＡＮ」とはいわゆるバーコードとして商品ごとに付される

日本の共通商品コードのことである。）されていたはずであるか

ら，「追加ＪＡＮ登録」とは旧商品に加えて新商品についてもＪ

ＡＮ登録することを意味すると解されるのであって，上記電子
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メールのその前後の記載も併せてみれば，上記Ｎ１が，旧商品に

加えて新商品についてもＪＡＮ登録した上で，旧商品と新商品を

併売して自然に旧商品を無くすことを希望していたことは明らか

である。 

したがって，Ｎが被審人に対し旧商品の返品を依頼したとは認

められない。 

そして，他に，返品⑤について例外事由に当たるなどの特段の

事情はうかがわれないから，同返品については，Ｎにあらかじめ

計算できない不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たる

と認められる。 

(c) 返品①及び②（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，返品①及び②について具体的な主張をしていない。

被審人報告書（査第３号証の８）並びに返品①及び②の返品承認

シート（査第１４９号証，第１５０号証）によれば，被審人は対

象商品の経年劣化を理由に同各返品を行ったことが認められると

ころ，同各返品について例外事由に当たるなどの特段の事情はう

かがわれないから，同各返品については，Ｎにあらかじめ計算で

きない不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認め

られる。 

ｂ 減額①及び②（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①及び②について具体的な主張をしていないとこ

ろ，同各減額について例外事由に当たるなどの特段の事情はうかが

われないから，同各減額については，Ｎにあらかじめ計算できない

不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認められる。 

(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＮに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｎに対し，濫用行為として返品①

ないし⑤並びに減額①及び②を行ったことが認められる。そして，

Ｎが上記濫用行為を受け入れたことについて特段の事情があったこ

とはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  
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(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第３１号証）によれば，Ｎの平成２０年１０

月１日に始まり平成２１年９月３０日に終わる事業年度における

被審人に対する年間売上高は約［金額］万円であり，被審人に対

する取引依存度は約４８．３パーセントで，取引依存度における

被審人の順位は約［取引先数］社中第１位であったこと，同年１

０月１日に始まり平成２２年７月３１日に終わる事業年度におけ

る被審人に対する年間売上高は約［金額］万円であり，被審人に

対する取引依存度は約４９．６パーセントで，取引依存度におけ

る被審人の順位は約［取引先数］社中第１位であったことが認め

られ，また，Ｎは，被審人との取引額や取引数量が大きいこと，

年間総売上高における被審人に対する取引依存度が高いことを認

識していたことが認められるから，Ｎは被審人を主な取引先とし

ている状況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第３１号証）によれば，Ｎは，被審人に代わ

る取引先を見付けること又は他の取引先との取引を増やすことで

被審人との取引停止に伴う損失を補うことは困難であると認識し

ていたことが認められる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の

事情）  

相手方報告書（査第３１号証）によれば，Ｎは，被審人から規

格又は仕様の指示を受けて製造した商品を被審人に納入していた

こと，被審人との取引額や取引数量が安定していると認識してい

たこと及び被審人と取引することで会社としての信用が確保され

ると認識していたことが認められる。  

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ｎにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＮにとって著しく
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不利益な要請等を行っても，Ｎがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＮに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対して，被審人は，玩具業界における卸売業者であるＮの

地位は確立されており，Ｎにとって被審人以外の取引先に変更でき

る可能性は十分あるから，Ｎが被審人からの著しく不利益な要請に

応じざるを得ない立場にはないし，被審人との取引の継続が困難に

なることがＮの事業経営上大きな支障を来す可能性は低いと主張す

る。 

しかし，Ｎが被審人に代わる取引先を見付けることが困難である

と認識していたことは，前記ｂ(c)で認定したとおりであるし，現

に被審人はＮに対して返品及び減額という濫用行為を行い，Ｎはこ

れを受け入れているのであり，これを受け入れたことについて前記

ａのとおり特段の事情があったことはうかがわれず，これと前記ｂ

の事情を総合すれば，被審人の取引上の地位はＮに優越していたと

認めるのが相当である。 

ｅ また，被審人は，玩具業界において卸売業者であるＮの地位が確

立されていることや被審人とＮとの取引開始の経緯（被審人は，日

本に進出した当時，株式会社Ｒ〔以下「Ｒ」という。〕の製品の取

扱いを希望したが，製造業者であるＲとの直接取引は認められず，

また，その当時被審人の信用は低く，被審人との取引のために卸売

業者となってくれる業者を見付けることは困難であったが，Ｎが被

審人のためにＲとの取引のための卸売業者となってくれた。）から

すると，被審人にとってＮ以外の取引先に変更できる可能性は低い

と主張するが，上記事実を認めるに足りる証拠はない上，仮にＮが

被審人にとって必要かつ重要な取引先であったとしても，それだけ

で被審人がＮに対し優越的地位にあるとの前記ｃの認定を覆すこと

はできない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 

(ｴ) 以上によれば，返品①ないし⑤並びに減額①及び②については，被
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審人が，Ｎに対し，その地位が優越していることを利用して濫用行為

を行ったものと認められる。 

ス Ｏに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 返品①及び②（改正法施行日以後のもの）について 

Ｏが作成した「返品依頼についての経緯書」（審第７８号証）に

よれば，返品①及び②は，Ｏが，［ブランド名］ブランドの［商

品］をリニューアルするのに伴い，新商品の販売促進，商品の入替

えによる被審人の売場の新鮮なイメージの打ち出し，旧商品が店頭

に残ることにより商品のイメージが悪くなることの回避などを図る

ことを目的として，被審人に対し旧商品の返品を申し出たこと，そ

の結果，Ｏは，旧商品の返品を受けて新商品を被審人に対し継続的

に販売したことにより被審人に対する上記商品の販売実績が上がっ

たこと，Ｏは，旧商品についても，他の取引先に販売したり直営店

で販売したりすることにより全て売り切ったことが認められる。 

なお，相手方報告書（査第３２号証の２）には，被審人から具体

的な制裁や示唆を受けたことはないが，要請を断れば被審人との取

引量を減らされるなどの制裁を受ける可能性があると判断したため，

一部の返品の要請に応じたとの回答が記載されているが，相手方報

告書には被審人から返品を要請されたものとして返品①及び②は記

載されておらず，上記理由は返品①及び②に関するものとは認めら

れないから，上記認定を妨げるものではない。 

また，返品①及び②の返品承認シート（査第１５８号証，第１５

９号証）には返品理由が「取扱い終了の為」と記載されているが，

これがＯから返品の申出があったことと矛盾するものとは認められ

ない。 

そうすると，返品①及び②については，Ｏから申出があり，かつ，

Ｏが当該返品の対象商品を処分することがＯの直接の利益となる場

合に当たると認められる。 

したがって，返品①及び②については，Ｏにあらかじめ計算でき

ない不利益を与えるものではなく，濫用行為に当たるとは認められ

ない。 
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ｂ 減額①及び②（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①及び②について具体的な主張をしていないとこ

ろ，同各減額について例外事由に当たるなどの特段の事情はうかが

われないから，同各減額については，Ｏにあらかじめ計算できない

不利益を与えたものと推認され，濫用行為に当たると認められる。 

(ｲ) 優越的地位について 

次に，被審人の取引上の地位がＯに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ｏに対し，濫用行為として減額①

及び②を行ったことが認められる。そして，Ｏが上記濫用行為を受

け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第３２号証）によれば，Ｏの平成２１年３月

１日から始まり平成２２年２月２８日に終わる事業年度における

被審人に対する年間売上高は約［金額］万円であり，被審人に対

する取引依存度は約１２．８パーセントで，取引依存度における

被審人の順位は約［取引先数］社中第１位であったことが認めら

れ，また，Ｏは，被審人との取引額や取引数量が大きいこと，年

間総売上高における被審人に対する取引依存度が高いことを認識

していたことが認められるから，Ｏは被審人を主な取引先として

いる状況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第３２号証）によれば，Ｏは，被審人に対す

る取引依存度が高いことから，被審人に代わる取引先を見付ける

こと又は他の取引先との取引を増やすことで被審人との取引停止

に伴う損失を補うことは困難であると認識していたことが認めら

れる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事実（前記 ④の
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事情）  

相手方報告書（査第３２号証）によれば，Ｏは，被審人から規

格又は仕様の指示を受けて製造した商品を被審人に納入していた

こと，被審人との取引額や取引数量が安定していると認識してい

たこと，被審人と取引している商品は自社にとって主力商品であ

ると認識していたこと，被審人が玩具・子供用品の分野で有力な

地位にあると認識していたこと及び被審人は消費者に人気がある

小売業者であると認識していたことが認められる。  

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ｏにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＯにとって著しく

不利益な要請等を行っても，Ｏがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＯに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対して，被審人は，Ｏはロングセラーの［商品］や人気製

品を取り扱っていることから同社との取引を希望する卸売・小売店

は多いものと考えられ，現に同社は様々な業種の事業者と取引があ

ることから，Ｏにとって被審人以外の取引先に変更できる可能性は

高く，また，Ｏの被審人に対する取引依存度は低く，Ｏは近年直営

店を続々と開店し，オンラインショップも運営しているから，Ｏは

被審人から著しく不利益な要請に応じざるを得ない立場にはないし，

被審人との取引の継続が困難になることがＯの事業経営上大きな支

障を来すことにはならないと主張する。 

しかし，Ｏが被審人に代わる取引先を見付けることが困難である

と認識していたことは，前記ｂ(c)で認定したとおりであり，また，

Ｏの被審人に対する取引依存度は，同(b)のとおり約１２．８パー

セントであり，低くはない。そして，現に被審人はＯに対して減額

という著しく不利益な要請を行い，Ｏはこれを受け入れているので

あり，これを受け入れたことについて前記ａのとおり特段の事情が

あったことはうかがわれず，これと前記ｂの事情を総合すれば，被

審人の取引上の地位はＯに優越していたと認めるのが相当であり，

被審人の主張する上記事情があったとしても，この認定を覆すに足
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りるものではない。 

ｅ また，被審人は，ベビー総合専門店と宣伝する「ベビーザらス」

店舗及び玩具・子供用品店と宣伝する「トイザらス」店舗を保有す

る被審人としては，Ｏが人気製品を取り扱っていることから，Ｏと

取引する必要性は極めて高く，被審人にとってＯ以外の取引先に変

更できる可能性は極めて低いと主張するが，上記事実を認めるに足

りる証拠はない上，仮にＯが被審人にとって必要かつ重要な取引先

であったとしても，それだけで被審人がＯに対し優越的地位にある

との前記ｃの認定を覆すことはできない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 

(ｴ) 以上によれば，返品①及び②については，被審人が，Ｏに対し，そ

の取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったもの

とは認められないが，減額①及び②については，被審人が，Ｏに対し，

その取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったも

のと認められる。 

セ Ａに対する行為 

(ｱ) 濫用行為について 

ａ 減額③（改正法施行日以後のもの）について 

相手方報告書（査第３３号証の２）には，被審人から値引き販売

の実施に伴う費用負担の要請を受けたものとして減額③を含む事例

が記載され，Ａが上記要請に応じた理由については，「日本トイザ

らスのバイヤー等から，要請を断れば同社との取引を打ち切る，取

引量を減らす，新商品の採用を見送る，同社が発行する広告チラシ

への商品の掲載を見送るなどの制裁を示唆されたため」，「他の納

入業者も同様の要請を受け，要請に応じていることから，自社のみ

断ることはできなかったため」，「自社商品拡販の為」と記載され

ている。 

また，減額③の対象商品は全て「［ブランド名］」である（査第

３号証の９）が，減額③が行われた当時，Ａの［部署］において同

社が製造する「［ブランド名］」等の営業を担当していたＡ１は，



 

７２ 

審査官に対し，被審人は値引き販売をする際，Ａを含めた納入業者

から値引きの填補分として費用負担を要請しており，Ａも当該要請

に従って費用負担をしていたこと，Ａが当該要請に応じたのは，被

審人がＡにとって重要な取引先であり，当該要請を断ると取引に影

響すると考えているからであり，実際にも被審人のバイヤーから，

当該要請を断ると購入量を減らす等のペナルティを示唆されたこと

もあり，当該要請に応じざるを得なかったこと，また，競合する他

の納入業者も同様の要請に応じて費用を負担していたので，Ａだけ

断るということはできなかったことなどを供述している（査第３４

号証）。上記Ａ１の供述は，減額③の対象商品に関する営業を行っ

ていた担当者の具体的な供述であり，相手方報告書の内容とも整合

しており，信用することができる。 

したがって，これらの証拠によれば，減額③については，被審人

がＡに対し正当な理由がないのに値引き販売の実施に伴う費用負担

を求め，同社は今後の取引に与える影響を懸念してそれを受け入れ

ざるを得なかったことが認められる。 

なお，Ａが作成した「日本トイザらス様商品処分協賛費につい

て」と題する書面（審第８４号証。以下，セの項において「相手方

意見書」という。）には，減額③について，新商品を発売日に合わ

せて被審人の店舗において販売するために，旧商品の早期売り切り

を目的として，値引き販売費用の一部負担をＡが提案したことが記

載され，Ａの［役職］であるＡ２も参考人審尋においてそれと同様

の陳述をするが，相手方報告書（査第３３号証の２）の内容及び上

記Ａ１の供述に照らし採用できない。 

したがって，減額③については，Ａにあらかじめ計算できない不

利益を与えたものであり，濫用行為に当たると認められる。 

ｂ 減額②（改正法施行日以後のもの）について 

相手方報告書（査第３３号証の２）には，Ａが被審人から値引き

販売の実施に伴う費用負担を要請されたものとして減額②が記載さ

れておらず，これと相手方意見書及び前記Ａ２の参考人審尋におけ

る陳述を総合すれば，減額②については，Ａが，［商品］シリーズ

について販売不振の旧商品に代わり新商品を販売するに当たり，そ
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れらの商品が店頭でのデモンストレーションが必要な商品であった

ことから，旧商品を早期に解消し，店頭で新商品のデモンストレー

ションを行うことによって新商品の販売を促進することを目的とし

て，被審人に対し値引き販売費用の一部負担を提案したこと，その

結果，旧商品の値引き販売が実施されて旧商品の消化が促進される

とともに，Ａの被審人に対する上記シリーズの販売実績が上がった

ことが認められる。 

なお，減額②のクレジットアローワンスシート（査第１６３号

証）には「マークダウン補填として」との記載があるが，これがＡ

から値引き販売費用の一部負担の申出があったことと矛盾するもの

とは認められない。 

そうすると，減額②については，Ａから申出があり，かつ，当該

減額を原資とした値引き販売の実施により旧商品が処分されること

がＡの直接の利益となる場合に当たると認められる。 

したがって，減額②については，Ａにあらかじめ計算できない不

利益を与えるものではなく，濫用行為に当たるとは認められない。 

ｃ 減額①（改正法施行日前のもの）について 

被審人は，減額①について具体的な主張をしていないところ，同

減額について例外事由に当たるなどの特段の事情はうかがわれない

から，同減額については，Ａにあらかじめ計算できない不利益を与

えたものと推認され，濫用行為に当たると認められる。 

(ｲ) 次に，被審人の取引上の地位がＡに優越していたか否かについて検

討する。 

ａ 前記(ｱ)のとおり，被審人は，Ａに対し，濫用行為として減額①

及び③を行ったことが認められる。そして，Ａが上記濫用行為を受

け入れたことについて特段の事情があったことはうかがわれない。  

ｂ ところで，証拠によれば，次の事情が認められる。  

(a) 被審人の我が国に本店を置く子供・ベビー用品全般を専門的に

取り扱う小売業者における地位について（前記 ②の事情）  

前記ア(ｲ)ｂ(a)と同じ。  

(b) 取引依存度等について（前記 ①及び④の事情）  

相手方報告書（査第３３号証）及び前記Ａ１の供述調書（査第
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３４号証）によれば，Ａの平成２１年６月１日から始まり平成２

２年５月３１日に終わる事業年度における被審人に対する取引依

存度は約２．２パーセントであるものの，取引依存度における被

審人の順位は［取引先数］社中第１０位と比較的高く，被審人に

対する年間売上高も約［金額］万円であったこと，Ａが主力商品

であると認識していた自社で製造するオリジナル商品に限ってみ

た場合の被審人に対する取引依存度は約２０パーセントであった

こと，Ａの被審人に対する売上げのほとんどがオリジナル商品で

あったことが認められ，また，Ａは，被審人との取引額や取引数

量が大きいこと，年間総売上高における被審人に対する取引依存

度が高く，オリジナル商品についても取引依存度が高いことを認

識していたことが認められるから，Ａは被審人を主な取引先とし

ている状況にあったことが認められる。  

(c) 取引先変更可能性について（前記 ③の事情）  

相手方報告書（査第３３号証）によれば，Ａは，オリジナル商

品における被審人に対する取引依存度が高く，被審人との取引が

なくなるとオリジナル商品の売上げを確保することが厳しくなる

ことから，被審人に代わる取引先を見付けること又は他の取引先

との取引を増やすことで被審人との取引停止に伴う損失を補うこ

とは困難であると認識していたことが認められる。  

(d) その他取引の必要性，重要性に関する具体的事情（前記 ④の

事情）  

相手方報告書（査第３３号証）及び前記Ａ１の供述調書（査第

３４号証）によれば，Ａは，被審人から規格又は仕様の指示を受

けて製造した商品を被審人に納入していたこと，被審人との取引

額や取引数量が安定していると認識していたこと，被審人と取引

している商品は自社にとって主力商品であると認識していたこと

及び被審人との取引で大きな割合を占めるオリジナル商品の利益

率が非オリジナル商品よりも高かったことが認められる。  

ｃ したがって，前記ａの被審人による濫用行為の内容と前記ｂの事

情を総合すれば，Ａにとって被審人との取引の継続が困難になるこ

とが事業経営上大きな支障を来すため，被審人がＡにとって著しく
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不利益な要請等を行っても，Ａがこれを受け入れざるを得ないよう

な場合にあったと認められるから，被審人の取引上の地位はＡに優

越していたというべきである。 

ｄ これに対して，被審人は，Ａの［商品］は人気商品でありその取

扱いを希望する卸売・小売店は多数いると考えられることやＡには

幅広く多数の取引先があることからすれば，Ａにとって被審人以外

の取引先に変更できる可能性は高く，また，Ａの被審人に対する取

引依存度は極めて低いから，Ａが被審人からの著しく不利益な要請

に応じざるを得ない立場にはないし，被審人との取引の継続が困難

になることがＡの事業経営上大きな支障を来すこともないと主張す

る。 

しかし，Ａが被審人に代わる取引先を見付けることが困難である

と認識していたことは，前記ｂ(c)で認定したとおりであるし，現

に被審人はＡに対して減額という著しく不利益な要請を行い，Ａは

これを受け入れているのであり，これを受け入れたことについて前

記ａのとおり特段の事情があったことはうかがわれず，これと前記

ｂの事情を総合すれば，被審人の取引上の地位はＡに優越していた

と認めるのが相当であり，被審人の主張する上記事情があったとし

ても，この認定を覆すに足りるものではない。 

ｅ また，被審人は，玩具・子供用品の総合専門店として，複数の

［商品］を含む玩具を取り扱うことが重要であり，Ａの［商品］を

取り扱うことは必須であると考えられるため，被審人にとってＡ以

外の取引先に変更できる可能性はないと主張するが，上記事実を認

めるに足りる証拠はない上，仮にＡが被審人にとって必要かつ重要

な取引先であったとしても，それだけで被審人がＡに対し優越的地

位にあるとの前記ｃの認定を覆すことはできない。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)のとおり，優越的地位にある行為者が取引の相手方に対

して不当に不利益を課して取引を行えば，通常「利用して」行われた

行為であると認められる。 

(ｴ) 以上によれば，減額②については，被審人が，Ａに対し，その取引

上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったものとは認

められないが，減額①及び③については，被審人が，Ａに対し，その
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取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行ったものと

認められる。 

ソ ところで，証拠（査第５号証ないし第１２号証，第３９号証ないし第

７８号証）によれば，①被審人においては，自社の利益を確保するため，

会社の方針として，従来から，売行きが悪く在庫となった商品や販売期

間中に売れ残ったことにより在庫となった季節商品などの売上不振商品

等について，当該売上不振商品等を売り切ることを目的として値引き販

売を実施した場合には，値引きによる利益の損失を補填するため，当該

売上不振商品等を納入した納入業者から値引き相当額の全部又は一部を

収受することとし，また，当該売上不振商品等の納入業者に対して返品

を行うこととしていたこと，②被審人は，低迷している業績を回復させ

るために，被審人のメルツ社長が平成２０年４月に社長に就任した直後

に開催された取締役会において，被審人の戦略のうち，被審人の利益を

改善するため，売上不振商品等については，商品群及び店舗ごとに改善

を図ることや，業務利益改善方針の一環として，売上不振商品等を生じ

させないよう適正な在庫数の確保に努めること，ビジネスの効率性を評

価して販売管理費を削減することといった方針を承認可決したこと，③

被審人は，このような方針に基づき，被審人の役員とバイヤーが出席す

る社内会議において，バイヤーに対し，売上不振商品等の値引き販売の

実施に伴い納入業者から収受する予定額を報告させ，また，売上不振商

品等の返品における具体的な交渉方法など個別具体的に指示を行い，行

動指針を徹底するための成績評価指標等を定めるほか，被審人の役員と

の検討結果を踏まえて，マーチャンダイズ本部（被審人の店舗で販売す

る商品の仕入業務全般を統括する部門）の各商品部の責任者が売上不振

商品等の値引き販売の実施に伴う割引相当額の全部又は一部の収受に係

るクレジットアローワンスシート及び売上不振商品等の返品に係る返品

承認シートの記載方法をバイヤーに対して指示していたことが認められ

るから，被審人は，自社の利益を確保すること等を目的として，組織的

かつ計画的に一連の行為として本件行為（ただし，前記アないしセにお

いて被審人が取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を

行ったことが否定されたものを除く。以下「本件濫用行為」という。）

を行ったものと認められる。 
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２ 争点２（本件行為又は本件返品及び本件減額に公正な競争を阻害するお

それがあるか否か）について 

  前記１ のとおり，独占禁止法第１９条において優越的地位の濫用行

為が規制されているのは，自己の取引上の地位が相手方に優越している

一方の当事者が，取引の相手方に対し，その地位を利用して，正常な商

慣習に照らして不当に不利益を与えることは，当該取引の相手方の自由

かつ自主的な判断による取引を阻害するとともに，当該取引の相手方は

その競争者との関係において競争上不利となるおそれがある一方で，行

為者はその競争者との関係において競争上有利になるおそれがあり，こ

のような行為は公正な競争を阻害するおそれ（公正競争阻害性）がある

からである。 

そして，どのような場合に公正競争阻害性があると認められるのかにつ

いては，問題となる不利益の程度，行為の広がり等を考慮して，個別の事

案ごとに判断すべきである（ガイドライン第１の１参照）。 

  被審人は，既に認定したとおり，特定納入業者のうち１１５社（本件

排除措置命令が認定した本件違反行為の相手方である特定納入業者〔１

１７社〕のうちＤ及びＬを除いた事業者。以下「１１５社」という。）

という多数の取引の相手方に対して，遅くとも平成２１年１月６日から

平成２３年１月３１日までの２年以上もの期間にわたり，被審人の組織

的かつ計画的に一連の行為として本件濫用行為を行ったものであり，こ

れにより，１１５社にあらかじめ計算できない不利益を与え，１１５社

の自由かつ自主的な判断による取引が阻害されたものであり，これは，

取りも直さず，１１５社が，返品や減額によって，その競争者との関係

において競争上不利となる一方で，被審人が，当該返品や減額によって，

その競争者との競争において競争上有利となるおそれを生じさせたもの

であるから，その点で既に本件濫用行為には公正競争阻害性があること

が認められる。 

  なお，被審人は，その業界の慣行とされている返品や値引き販売の実

施に伴う費用負担としての減額であれば，取引の相手方がその競争者との

関係において競争上不利となるおそれも，行為者がその競争者との関係で

競争上有利となるおそれもないから，取引の相手方に返品等を行うことに

よって，必然的に取引の相手方がその競争者との関係において競争上不利
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となり，行為者がその競争者との関係で競争上有利となるおそれがあると

いうことはできないと主張する。 

しかし，優越的地位の濫用の成否の判断に際して考慮されるべきは「正

常な商慣習」であり，公正な競争秩序の維持・促進の観点から是認されな

いものは「正常な商慣習」とは認められないから，仮に本件濫用行為が現

に存在する商慣習に合致しているとしても，それにより優越的地位の濫用

が正当化されることはない（ガイドライン第３参照）。また，査第１６７

号証及び第１６８号証からすれば，子供・ベビー用品を取り扱う小売業者

において，納入業者の責めに帰すべき事由のない返品や減額が行われるこ

とが業界の慣行であると認めることはできない。 

したがって，被審人の上記主張は採用できない。 

３ 争点３（本件における違反行為期間はどのように認定すべきか）につい

て 

  独占禁止法第２０条の６は，「事業者が，第１９条の規定に違反する

行為（第２条第９項第５号に該当するものであって，継続してするものに

限る。）をしたときは，・・・当該事業者に対し，当該行為をした日から

当該行為がなくなる日までの期間（・・・）における，当該行為の相手方

との間における政令で定める方法により算定した売上額（当該行為が商品

又は役務の供給を受ける相手方に対するものである場合は当該行為の相手

方との間における政令で定める方法により算定した購入額とし，当該行為

の相手方が複数ある場合は当該行為のそれぞれの相手方との間における政

令で定める方法により算定した売上額又は購入額の合計額とする。）に１

００分の１を乗じて得た額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを

命じなければならない。」と規定する。 

  ところで，前述したとおり，独占禁止法第１９条において優越的地位

の濫用行為が規制されているのは，自己の取引上の地位が相手方に優越し

ている一方の当事者が，取引の相手方に対し，その地位を利用して，正常

な商慣習に照らして不当に不利益を与えることは，当該取引の相手方の自

由かつ自主的な判断による取引を阻害するとともに，当該取引の相手方は

その競争者との関係において競争上不利となるおそれがある一方で，行為

者はその競争者との関係において競争上有利になるおそれがあり，このよ

うな行為は公正な競争を阻害するおそれがあるからであるが，上記のよう
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な優越的地位の濫用規制の趣旨に照らせば，独占禁止法第２条第９項第５

号又は旧一般指定第１４項（第１号ないし第４号）に該当するような濫用

行為は，これが複数みられるとしても，また，複数の取引先に対して行わ

れたものであるとしても，それが組織的，計画的に一連のものとして実行

されているなど，それらの行為を行為者の優越的地位の濫用として一体と

して評価できる場合には，独占禁止法上一つの優越的地位の濫用として規

制されることになり，課徴金算定の基礎となる違反行為期間についても，

それを前提にして，濫用行為が最初に行われた日を「当該行為をした日」

とし，濫用行為がなくなったと認められる日を「当該行為がなくなる日」

とするのが相当である。 

本件においては，前記２ のとおり，被審人は，組織的かつ計画的に一

連のものとして本件濫用行為を行ったものであり，本件濫用行為は，優越

的地位の濫用として一体として評価できるから，独占禁止法上一つの優越

的地位の濫用として規制されることになる。 

したがって，本件の違反行為期間は，本件排除措置命令による違反行為

の認定を基に本件課徴金納付命令が認定したとおり，平成２１年１月６日

から平成２３年１月３１日までということになる（前記１ アないしセの

とおり，一部の返品及び減額については，被審人が取引上の地位が優越し

ていることを利用して濫用行為を行ったものとは認められないが，それら

の返品及び減額が行われた時期からすれば，本件の違反行為期間は本件課

徴金納付命令が認定した違反行為期間と変わらない。）。 

なお，被審人は上記違反行為期間に本件濫用行為を繰り返し行っていた

ものであるから，これが継続してするものであることは明らかである。 

  被審人の主張について 

ア 被審人は，独占禁止法第２０条の６の規定振りからすれば，違反行為

期間は取引の相手方ごとに算定することが前提となっていると主張する。 

しかし，独占禁止法第２０条の６の「当該行為をした日から当該行為

がなくなる日までの期間」における「当該行為」とは，違反行為，すな

わち，「第１９条の規定に違反する行為（第２条第９項第５号に該当す

るものであって，継続してするものに限る。）」を指すことが明らかで

ある。したがって，前記 のとおり，本件濫用行為は一つの優越的地位

の濫用として規制されることになるから，違反行為期間も取引の相手方
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ごとに算定されるのではなく，優越的地位の濫用に該当する行為が最初

に行われた日から，これがなくなったと認められる日までとすべきこと

になる。 

したがって，被審人の上記主張は採用できない。 

イ また，被審人は，違反行為の相手方ごとに２回以上の違反行為が存在

しなければ違反行為期間を認定できない，あるいは，違反行為と違反行

為との間に同類型の合法行為がある場合には，違反行為の継続性は中断

されると主張する。 

しかし，既に述べたとおり，本件濫用行為は一つの優越的地位の濫用

として規制されることになるから，取引の相手方ごとに複数回の濫用行

為がなかったとしても，また，濫用行為と濫用行為との間に同類型の合

法行為があったとしても，濫用行為がなくなったと認められる日までは

継続性の要件に欠けるところはないというべきである。 

したがって，被審人の上記主張は採用できない。 

４ 結論 

  本件排除措置命令について 

前記第２の１のとおり，公正取引委員会は，本件排除措置命令において，

被審人が特定納入業者（１１７社）に対し本件違反行為を行ったとして排

除措置を命じたものであるが，前記１のとおり，被審人が，Ｄ及びＬに対

し，自己の取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行った

事実は認められない。 

したがって，本件排除措置命令のうち，上記２社に関する部分は取り消

すべきこととなる。 

  本件課徴金納付命令について 

ア 前記第２の２のとおり，公正取引委員会は，本件課徴金納付命令にお

いて，被審人に対し，本件違反行為のうち改正法の施行日である平成２

２年１月１日以後に係るものについて，被審人と６１社それぞれとの間

における購入額を前提に課徴金の納付を命じたが，前記１のとおり，同

日以後，被審人がＨ，Ｉ，Ｊ，Ｂ，Ｋ，Ｄ，Ｌ及びＯに対して，自己の

取引上の地位が優越していることを利用して濫用行為を行った事実は認

められない。 

イ 違反行為期間のうち平成２２年１月１日以後の被審人の６１社それぞ
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れとの間における私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律施行

令（昭和５２年政令第３１７号）第３０条第２項の規定に基づき算定し

た購入額は，別表３の「購入額」欄記載のとおりであり（争いがな

い。），その合計額は３６９億８６６万５６８９円であるところ，その

うち前記アの８社を除いた５３社からの購入額の合計は２２２億１８６

０万６３４４円である。 

ウ したがって，被審人が国庫に納付しなければならない課徴金の額は，

独占禁止法第２０条の６の規定により，前記イの２２２億１８６０万６

３４４円に１００分の１を乗じて得た額から，同法第２０条の７におい

て準用する同法第７条の２第２３項の規定により１万円未満の端数を切

り捨てて算出された２億２２１８万円となる。 

エ よって，本件課徴金納付命令のうち，２億２２１８万円を超えて納付

を命じた部分は取り消すべきこととなる。 

第７ 法令の適用 

以上によれば，被審人の本件審判請求は，本件排除措置命令のうち別表１

の番号欄９及び１０記載の各事業者（Ｄ及びＬ）に関する部分の取消し並

びに本件課徴金納付命令のうち２億２２１８万円を超える部分の取消しを

求める限度で理由があり，その余はいずれも理由がないから，独占禁止法

第６６条第３項及び第２項の規定により，主文のとおり審決することが相

当である。 

 

平成２７年３月２６日 

 

公正取引委員会事務総局 

 

審判長審判官  伊 藤   繁 

審判官  西 川 康 一 

 

審判官多田尚史は転任のため署名押印できない。 

 

    審判長審判官  伊 藤   繁 

 



番号 事業者 本店の所在地

１ 株式会社Ｆ （本店の所在地）

２ Ｇ株式会社 （本店の所在地）

３ Ｈ株式会社 （本店の所在地）

４ Ｉ株式会社 （本店の所在地）

５ 株式会社Ｊ （本店の所在地）

６ 株式会社Ｂ （本店の所在地）

７ Ｃ株式会社 （本店の所在地）

８ Ｋ株式会社 （本店の所在地）

９ Ｄ株式会社 （本店の所在地）

１０ Ｌ株式会社 （本店の所在地）

１１ Ｍ株式会社 （本店の所在地）

１２ 株式会社Ｎ （本店の所在地）

１３ 株式会社Ｏ （本店の所在地）

１４ 株式会社Ａ （本店の所在地）

別表１

（平成２３年２月１日現在）
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別表２

番号 事業者 本店の所在地

１ （事業者） （本店の所在地）

２ （事業者） （本店の所在地）

３ （事業者） （本店の所在地）

４ （事業者） （本店の所在地）

５ （事業者） （本店の所在地）

６ （事業者） （本店の所在地）

７ （事業者） （本店の所在地）

８ （事業者） （本店の所在地）

９ （事業者） （本店の所在地）

１０ （事業者） （本店の所在地）

１１ （事業者） （本店の所在地）

１２ （事業者） （本店の所在地）

１３ （事業者） （本店の所在地）

１４ （事業者） （本店の所在地）

１５ （事業者） （本店の所在地）

１６ （事業者） （本店の所在地）

１７ （事業者） （本店の所在地）

１８ （事業者） （本店の所在地）

１９ （事業者） （本店の所在地）

２０ （事業者） （本店の所在地）

２１ （事業者） （本店の所在地）

２２ （事業者） （本店の所在地）

２３ （事業者） （本店の所在地）

２４ （事業者） （本店の所在地）

２５ （事業者） （本店の所在地）

２６ （事業者） （本店の所在地）

２７ （事業者） （本店の所在地）

２８ （事業者） （本店の所在地）

２９ （事業者） （本店の所在地）

３０ （事業者） （本店の所在地）

３１ （事業者） （本店の所在地）

３２ （事業者） （本店の所在地）

３３ （事業者） （本店の所在地）

３４ （事業者） （本店の所在地）

３５ （事業者） （本店の所在地）

３６ （事業者） （本店の所在地）

３７ （事業者） （本店の所在地）

３８ （事業者） （本店の所在地）

３９ （事業者） （本店の所在地）

４０ （事業者） （本店の所在地）

４１ （事業者） （本店の所在地）

４２ （事業者） （本店の所在地）
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番号 事業者 本店の所在地

４３ （事業者） （本店の所在地）

４４ （事業者） （本店の所在地）

４５ （事業者） （本店の所在地）

４６ （事業者） （本店の所在地）

４７ （事業者） （本店の所在地）

４８ （事業者） （本店の所在地）

４９ （事業者） （本店の所在地）

５０ （事業者） （本店の所在地）

５１ （事業者） （本店の所在地）

５２ （事業者） （本店の所在地）

５３ （事業者） （本店の所在地）

５４ （事業者） （本店の所在地）

５５ （事業者） （本店の所在地）

５６ （事業者） （本店の所在地）

５７ （事業者） （本店の所在地）

５８ （事業者） （本店の所在地）

５９ （事業者） （本店の所在地）

６０ （事業者） （本店の所在地）

６１ （事業者） （本店の所在地）

６２ （事業者） （本店の所在地）

６３ （事業者） （本店の所在地）

６４ （事業者） （本店の所在地）

６５ （事業者） （本店の所在地）

６６ （事業者） （本店の所在地）

６７ （事業者） （本店の所在地）

６８ （事業者） （本店の所在地）

６９ （事業者） （本店の所在地）

７０ （事業者） （本店の所在地）

７１ （事業者） （本店の所在地）

７２ （事業者） （本店の所在地）

７３ （事業者） （本店の所在地）

７４ （事業者） （本店の所在地）

７５ （事業者） （本店の所在地）

７６ （事業者） （本店の所在地）

７７ （事業者） （本店の所在地）

７８ （事業者） （本店の所在地）

７９ （事業者） （本店の所在地）

８０ （事業者） （本店の所在地）

８１ （事業者） （本店の所在地）

８２ （事業者） （本店の所在地）

８３ （事業者） （本店の所在地）

８４ （事業者） （本店の所在地）

８５ （事業者） （本店の所在地）

８６ （事業者） （本店の所在地）
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番号 事業者 本店の所在地

８７ （事業者） （本店の所在地）

８８ （事業者） （本店の所在地）

８９ （事業者） （本店の所在地）

９０ （事業者） （本店の所在地）

９１ （事業者） （本店の所在地）

９２ （事業者） （本店の所在地）

９３ （事業者） （本店の所在地）

９４ （事業者） （本店の所在地）

９５ （事業者） （本店の所在地）

９６ （事業者） （本店の所在地）

９７ （事業者） （本店の所在地）

９８ （事業者） （本店の所在地）

９９ （事業者） （本店の所在地）

１００ （事業者） （本店の所在地）

１０１ （事業者） （本店の所在地）

１０２ （事業者） （本店の所在地）

１０３ （事業者） （本店の所在地）

１０４ （事業者） （本店の所在地）

１０５ （事業者） （本店の所在地）

１０６ （事業者） （本店の所在地）

１０７ （事業者） （本店の所在地）

１０８ （事業者） （本店の所在地）

１０９ （事業者） （本店の所在地）

１１０ （事業者） （本店の所在地）

１１１ （事業者） （本店の所在地）

１１２ （事業者） （本店の所在地）

１１３ （事業者） （本店の所在地）

１１４ （事業者） （本店の所在地）

１１５ （事業者） （本店の所在地）

１１６ （事業者） （本店の所在地）

１１７ （事業者） （本店の所在地）

（平成２３年２月１日現在）
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番号 事業者 本店の所在地 購入額

１ （事業者） （本店の所在地） 56,114,453円

２ （事業者） （本店の所在地） 190,100,554円

３ （事業者） （本店の所在地） 1,419,582,066円

４ （事業者） （本店の所在地） 442,506,523円

５ （事業者） （本店の所在地） 153,879,719円

６ （事業者） （本店の所在地） 2,375,354,680円

７ （事業者） （本店の所在地） 26,914,115円

８ （事業者） （本店の所在地） 3,248,303円

９ （事業者） （本店の所在地） 333,713,313円

１０ （事業者） （本店の所在地） 75,400,320円

１１ （事業者） （本店の所在地） 34,359,886円

１２ （事業者） （本店の所在地） 551,756,819円

１３ （事業者） （本店の所在地） 120,019,142円

１４ （事業者） （本店の所在地） 520,737,042円

１５ （事業者） （本店の所在地） 391,783,394円

１６ （事業者） （本店の所在地） 247,677,457円

１７ （事業者） （本店の所在地） 149,968,544円

１８ （事業者） （本店の所在地） 1,583,062,466円

１９ （事業者） （本店の所在地） 4,048,412,960円

２０ （事業者） （本店の所在地） 201,547,487円

２１ （事業者） （本店の所在地） 6,959,565円

２２ （事業者） （本店の所在地） 98,474,471円

２３ （事業者） （本店の所在地） 23,226,167円

２４ （事業者） （本店の所在地） 31,601,825円

２５ （事業者） （本店の所在地） 5,132,997円

２６ （事業者） （本店の所在地） 2,241,632,467円

２７ （事業者） （本店の所在地） 1,817,872,865円

２８ （事業者） （本店の所在地） 46,182,560円

２９ （事業者） （本店の所在地） 342,803,451円

３０ （事業者） （本店の所在地） 186,204,924円

３１ （事業者） （本店の所在地） 446,918,802円

３２ （事業者） （本店の所在地） 6,167,040,645円

３３ （事業者） （本店の所在地） 93,747,453円

３４ （事業者） （本店の所在地） 10,379,341円

３５ （事業者） （本店の所在地） 141,703,854円

３６ （事業者） （本店の所在地） 259,458,225円

３７ （事業者） （本店の所在地） 218,840,468円

３８ （事業者） （本店の所在地） 470,885,486円

３９ （事業者） （本店の所在地） 16,557,777円

４０ （事業者） （本店の所在地） 10,845,055円

４１ （事業者） （本店の所在地） 208,978,638円

４２ （事業者） （本店の所在地） 17,422,052円

４３ （事業者） （本店の所在地） 1,171,908,152円

４４ （事業者） （本店の所在地） 1,408,100,708円

４５ （事業者） （本店の所在地） 151,951,506円

４６ （事業者） （本店の所在地） 247,718,283円

４７ （事業者） （本店の所在地） 6,477,138円

４８ （事業者） （本店の所在地） 940,630,121円

４９ （事業者） （本店の所在地） 633,672,941円

別表３

 ８６ 



番号 事業者 本店の所在地 購入額

５０ （事業者） （本店の所在地） 104,495,391円

５１ （事業者） （本店の所在地） 32,983,997円

５２ （事業者） （本店の所在地） 12,829,543円

５３ （事業者） （本店の所在地） 49,557,431円

５４ （事業者） （本店の所在地） 153,365,027円

５５ （事業者） （本店の所在地） 2,246,105,996円

５６ （事業者） （本店の所在地） 218,407,627円

５７ （事業者） （本店の所在地） 527,980,425円

５８ （事業者） （本店の所在地） 188,667,904円

５９ （事業者） （本店の所在地） 1,842,201,828円

６０ （事業者） （本店の所在地） 109,337,809円

６１ （事業者） （本店の所在地） 1,073,265,531円

（「事業者」欄及び「本店の所在地」欄については，平成２３年２月１日現在）
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返品

相手方 番号 年月日 対象商品 合計金額(円)

① 平成22年6月3日 （略） 2,614,538

② 平成22年6月3日 （略） 3,172,194

③ 平成22年6月24日 （略） 1,698,633

④ 平成22年7月1日 （略） 1,148,733

① 平成21年1月15日 （略） 48,634,198

② 平成22年1月14日 （略） 823,988

① 平成22年5月27日 （略） 2,374,084

② 平成22年6月3日 （略） 1,745,667

③ 平成22年6月10日 （略） 3,129,149

④ 平成22年6月10日 （略） 1,991,162

⑤ 平成22年11月18日 （略） 2,705,587

⑥ 平成22年11月25日 （略） 2,363,188

① 平成21年10月25日 （略） 1,680

② 平成21年10月25日 （略） 2,310

③ 平成22年3月25日 （略） 1,417,556

④ 平成22年4月25日 （略） 1,601,801

⑤ 平成22年8月26日 （略） 72,913

① 平成22年6月17日 （略） 89,050

② 平成22年6月24日 （略） 148,302
株式会社Ｏ

別表４

株式会社Ｆ

Ｃ株式会社

Ｋ株式会社

株式会社Ｎ
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減額

相手方 番号 年月日 対象商品 金額(円)

① 平成21年1月30日 （略） 1,890,042

② 平成21年2月27日 （略） 5,916,480

③ 平成21年4月20日 （略） 4,877,372

④ 平成21年4月20日 （略） 5,858,244

⑤ 平成21年5月20日 （略） 3,749,214

⑥ 平成21年7月21日 （略） 2,933,221

⑦ 平成21年8月20日 （略） 6,872

⑧ 平成21年11月30日 （略） 888,888

⑨ 平成21年12月21日 （略） 526,680

⑩ 平成22年6月30日 （略） 1,527,600

① 平成21年3月31日 （略） 7,199

② 平成21年3月31日 （略） 934,459

③ 平成21年4月30日 （略） 504,113

④ 平成21年4月30日 （略） 2,006,700

⑤ 平成21年5月29日 （略） 49,442

⑥ 平成21年6月30日 （略） 6,386,171

⑦ 平成21年6月30日 （略） 2,440,493

⑧ 平成21年7月31日 （略） 5,410,280

⑨ 平成21年7月31日 （略） 251,861

⑩ 平成21年8月31日 （略） 794,738

⑪ 平成22年4月30日 （略） 626,417

⑫ 平成22年8月31日 （略） 69,216

① 平成21年1月30日 （略） 1,062,217

② 平成21年4月30日 （略） 1,732,500

③ 平成21年4月30日 （略） 1,006,530

④ 平成21年4月30日 （略） 1,565,522

⑤ 平成21年5月29日 （略） 799,130

⑥ 平成21年6月30日 （略） 318,636

⑦ 平成21年9月30日 （略） 63,538

⑧ 平成21年10月30日 （略） 138,452

⑨ 平成22年8月31日 （略） 215,812

⑩ 平成22年9月30日 （略） 1,079,906

⑪ 平成22年11月30日 （略） 1,032,875

① 平成21年4月25日 （略） 1,378,000

② 平成21年12月25日 （略） 75,075

③ 平成22年10月25日 （略） 310,000

④ 平成23年1月25日 （略） 156,450

株式会社Ｊ

別表５

Ｇ株式会社

Ｈ株式会社

Ｉ株式会社
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相手方 番号 年月日 対象商品 金額(円)

① 平成21年2月15日 （略） 531,162

② 平成21年2月15日 （略） 158,760

③ 平成21年2月15日 （略） 716,310

④ 平成22年3月9日 （略） 250,000

① 平成21年10月20日 （略） 1,995,000

② 平成21年11月20日 （略） 2,864,686

③ 平成22年1月4日 （略） 8,202,267

④ 平成22年1月27日 （略） 3,434,358

① 平成21年4月24日 （略） 1,122,055

② 平成21年4月24日 （略） 40,801

③ 平成21年8月25日 （略） 28,025

④ 平成21年8月25日 （略） 378,000

⑤ 平成21年9月25日 （略） 117,537

⑥ 平成22年10月25日 （略） 1,365,000

Ｄ株式会社 ① 平成22年10月29日 （略） 215,880

① 平成21年6月22日 （略） 465,675

② 平成21年7月14日 （略） 2,856,668

③ 平成22年9月30日 （略） 623,941

④ 平成22年9月30日 （略） 377,790

⑤ 平成22年10月13日 （略） 566,685

⑥ 平成23年1月19日 （略） 2,348,745

Ｍ株式会社 ① 平成22年4月14日 （略） 275,394

① 平成21年4月25日 （略） 18,900

② 平成21年6月25日 （略） 9,450

① 平成21年8月31日 （略） 568,806

② 平成21年11月25日 （略） 278,487

① 平成21年8月11日 （略） 211,680

② 平成22年7月31日 （略） 402,339

③ 平成22年12月31日 （略） 528,570

株式会社Ａ

株式会社Ｂ

Ｃ株式会社

Ｋ株式会社

Ｌ株式会社

株式会社Ｎ

株式会社Ｏ

 ９０



別紙

添付省略
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